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第１章  バーティカルＡＩ領域別戦略策定の背景 

（バーティカルＡＩの意義） 

・ 産業・行政における重点領域ごとにバーティカルＡＩ（Vertical AI）を開発・実装していくため、バーテ
ィカルＡＩ領域別戦略を定める。日本の強みである「現場力」をＡＩで再現するための戦略となる。 

・ バーティカルＡＩとは、領域特化型で、データ、ＡＩモデル、アプリを垂直統合したシステムで、専門性等
を有することから、実際に「現場で使えるＡＩ」となっている。暗黙知を含めた各現場の経験や知識をデー
タとして集積し、活用するＡＩであることから、特に日本の持つ現場力との相性が良い。我が国として、現
場の課題を解決しながら、ＡＩで独自の価値を創出、海外展開も期待できる。 

・ これまでもバーティカルＡＩ導入による課題解決、導入と開発の好循環による市場拡大が期待されてき
た（2030 年約 3 兆円）。加えて、エージェント型ＡＩ（Agentic AI）の出現でＡＩが業務全体を
自律的に回す基盤となり始めており、ＡＩと産業、行政、研究開発等の融合、その革新力となることが
展望されている。バーティカルＡＩを軸に産業や行政の組織経営改革、意思決定や業務の進め方を見
直す、ＡＩトランスフォーメーション（ＡＸ）を進めて、課題解決と国力強化を実現する。 

・ 導入が進むバーティカルＡＩ主導で、人材、モデル、アプリ、データ、クラウド、データセンター、計算資源、
電力から、制度・政策まで、今求められる日本のＡＩ実装能力が強化されることが期待される。バーティ
カルＡＩが各現場に導入され、その経験や知識がデータとして集積されることは、フィジカルＡＩが、そのデ
ータやＡＩによる判断を、機械や装置を通じて現実世界で実行することにもつながる。 

・ 我が国独自の現場データを扱うバーティカルＡＩでは、日本国内で、計算資源、データインフラ、モデル、
アプリ等の開発能力、運用能力を維持・強化するなど、戦略的自律性及び戦略的不可欠性を確保す
ることも探求しなくてはならない。過度な海外サービス依存は、データの海外流出、デジタル赤字拡大のお
それもある。 

（領域別戦略の意義） 

・ 上記の理由から、バーティカルＡＩは、その開発・実装に、官民で重点的な投資を進めなければならない。
官民の限られたリソースを集中的に投資し、効果を最大化する観点から、重点的に支援すべき領域
（重点支援領域）を設定する。これにより、社会全体のＡＸをより効果的に実現する。 

・ 具体的には、①ＡＩにより現場の力を最大限活用し、我が国独自の価値を生み出すとともに、世界の
課題解決に貢献するため、市場性が高い領域を設定する。また、②人手不足を始めとする社会課題の
解決につながるＡＩを積極的に活用し、多様性及び包摂性のある社会を実現するため、公共性が高い
領域を設定する。さらに、③我が国の基盤となる領域での自律的なＡＩエコシステムを確立し、積極的
なＡＩ適用で現場課題を解決、国力を強化するため、戦略性が高い領域を設定する。 

・ 本重点支援領域を設定したうえで、各領域における政策の実効性を高めるため、バーティカルＡＩ領域
別戦略を策定する。領域別戦略は、領域ごとの目指す姿、課題及び必要な取組を明確化することで、
個別政策の解像度を高め、政策全体の実効性と統制力を強化するためのものである。また、これらを社
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会に示すことで、官民双方の予見性を向上させ、民間投資の誘発につなげる。 

・ 重点支援領域ごとに戦略的に、人材、データを含めたＡＩ基盤への官民投資を促進する。領域間で、
ＡＩの実装能力を共有することで、連携も図り、各領域のＡＸに向けた取組を高度化するとともに、バー
ティカルＡＩの開発や実装を担う企業群のスケール化も推進する。 

 

第２章  総論 

・ 領域の特性やＡＩ利用状況によって、直面する課題や求められる支援策は異なる。このため、領域の特
性に応じて、以下のように取組を進めることを基本方針とする。 

① 市場性：ＡＩの利用が進みつつあることから、現場力のデータ化・集積、領域特化型の基盤モデル
の開発・実装を進め、産業構造を変革するとともに、国際競争力を強化する。 

② 公共性：人手が不足しており、ＡＩの利用もあまり進んでいないことから、官民連携による、現場での
ＡＩの徹底活用を進めることで、業務の効率化や負担軽減、サービスの質の向上を図る。 

③ 戦略性：特定の国や企業への過度な依存を避け、継続的な運用を可能にするため、計算資源、デ
ータプラットフォーム、モデル、アプリ等の自律性を強化し、耐遮断性と運用能力を強化する。 

・ 各領域における施策の推進にあたっては、現場の暗黙知をデータとして蓄積・活用するというバーティカル
ＡＩの特性を重視する。改正個人情報保護法等も踏まえて円滑なデータ連携の促進を図る。 

・ 政府調達や制度改革により初期需要を積極的に喚起し、開発投資や実装に対する支援を実施する。
データ創出・利用の促進と必要に応じたデータ構造の標準化を行う。 

・ エージェント型ＡＩを含むバーティカルＡＩ適用に即した制度・運用を推進する。その際、人が意思決定
に対する責任※を持ちながら、バーティカルＡＩを利活用し、様々な課題を解決する点を重視する。 

・ バーティカルＡＩ開発・実装の担い手となる事業者の育成を行う。課題を有する現場と多様な主体が参
画して課題を解決できるよう、開かれた場を準備する。高い市場性を有する分野を中心に、知財・標準
戦略等を推進し、海外展開も促進する。特に戦略性を持つ分野では官需でバーティカルＡＩの開発事
業者も育成する。 

・ ＡＩの実装能力を共有することで、領域間の連携を図るべく、ＡＩ実装人材育成を始めとして、業務効
率化等に資するＡＩスクライブ等の現場への実装、組織の意思決定プロセスへのＡＩ適用、領域を超
えるＡＩ・データ連携基盤の構築といった点を中心に、省庁横断による領域別の取組の横展開を能動
的に探求する。 

・ 2030年までの取組について行程表を作成し、適切なベンチマークを設定・モニタリングを実施する。 

※人の責任の在り方には、以下のような考え方が現在議論されている。 
Human in the loop：人がＡＩのタスク実行の流れに直接関与する仕組み 
Human on the loop：タスク実行自体はＡＩに任せつつ、その流れの全体設計や監視は人が担う仕組み 
Human in the lead：ＡＩをツールとして統制し、人が意思決定や価値創出の主導権を握る仕組み  
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第３章  バーティカルＡＩ領域別戦略各論 

本章では、基本方針に基づきまとめられた、 19領域における戦略の詳細を示す。 
 

3.1. 市場性を有する領域別戦略 

3.1.1. 製造領域 

① バーティカルＡＩを活用して目指す姿 
製造領域については、日本の強みである現場の力を活用した競争力ある AIの開発とその活用を通じた生

産性向上・国際競争力強化の実現を目指す。バーティカルＡＩ活用を進める上での課題である設計・製造
やサプライチェーン等に関する現場データ連携等のために不可欠なデータ精製技術開発やデータセットの構築、
我が国が持つ現場の力をＡＩの開発・実証、製造プラットフォームビジネスの創出の推進につなげる。  
 

② バーティカルＡＩを活用していく際の課題 

製造領域におけるバーティカルＡＩの社会実装を阻む壁は、工場・設計・調達・品質証跡の分断と、品質
判断・企業間連携を支える基盤不在にある。  

 市場課題：少量多品種、生産変動、既存工場のレガシー設備、熟練工減少が重なり、既設ラインを
止めずに品質安定化と生産性向上を進める必要。個社ごとの投資余力には限界。 データや知恵等の
共有による他企業との連携を通じた価値創出や、自社に留まらない業界全体の変革を牽引するような
取組が相対的に弱く、DXが自社最適化に留まる傾向。また、DX の成果を KGIや財務成果に結び付
ける経営管理を更に改善していくことが必要。 

 技術課題：稼働・品質・保全・設計・調達データが企業、系列、装置ごとに分断され、基礎データも日
報や Excel等に散在している。さらに、同じ工程や不良でも呼び方、コード、判定基準がそろっていない
ため、そのままではＡＩ学習や横断分析に使いにくく、検査判断や良否基準もそろえにくい。  

 制度課題：営業秘密、データ共有契約、標準不在が企業間連携を重くしている。企業横断的なデータ
連携が必要であるため、秘匿性を確保したデータ連携技術の確保等が必要。 

 人材課題：現場工程、品質保証、生産技術を理解しつつ、ＡＩで解くべき課題を定義し、実装から運
用までつなぐ人材が不足。熟練工の暗黙知を形式知化し、データ整備や業務再設計まで主導できる人
材も不足。  
 

③ 課題解決の手段・アプローチ 

これらの課題を解決するためには、個別実証を積み上げるのではなく、製造現場のデータをＡＩが活用可
能な形で整備し、設計・製造準備、企業間連携、品質証跡、ＡＩモデル開発までを共通基盤でつなぐアプロ
ーチへ転換することが必要である。具体的には、レガシー設備や検査工程から、IoT データ、画像、動画、音
声、センサーデータ、保全ログ等を取得し、図面、3D-CAD、工程条件、PLC・装置ログ、品質データ等と連
携する。さらに、企業や装置ごとに異なる用語、コード、データ項目、判定基準をセマンティックレイヤー（用語
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やデータ項目の意味を定義し、ばらつくデータや曖昧な基準を一貫して扱えるようにする共通層）で対応付け
ることで、現場データをＡＩ学習に活用可能な高品質データとして管理する、ＡＩ学習・利用、データ連携等
のために不可欠なデータ精製手法を確立・標準化する。こうした精製された現場データを活用し、画像、動
画、音声、センサーデータ等の多様なデータを扱うマルチモーダル基盤モデルや、材料開発、自動車整備等の
製造業向け領域特化モデルの開発を支援する。これにより、ＡＩロボティクス、工場・プラントの自律制御Ａ
Ｉ、製造プロセス最適化等への活用を進める。 
 

④  2030年に向けて取り組む主な施策 

 製造分野向け領域特化モデルの開発：日本が強みを持つ製造領域に特化した、高度な専門知識を
備えたモデル開発や社会実装に向けた現場ユーザーとの実証等を支援。 

 フィジカルＡＩ・ＡＩロボティクスを見据えたマルチモーダル基盤モデル開発：フィジカルＡＩの実現に
不可欠な、音声・画像・動画・センサーデータなど多様なデータを扱うことが可能なマルチモーダル基盤モデ
ルを開発。 当該モデルを、ＡＩロボティクスや工場・プラントの自律制御ＡＩの開発等に活用し、製造
分野を始めとする様々な産業領域における競争力強化に貢献する。 

 製造領域の現場データ連携等のために不可欠なデータ精製手法の確立・標準化及びデータセット構
築：日本の強みである製造業データ等の現場データをＡＩ学習等に活用できるようにするため、データを
意味付け・関係づけし、ＡＩが理解しやすい高品質データとして管理していくＡＩ学習・利用、データ連
携等のために不可欠なデータ精製手法を確立・標準化。その手法を用いて、データセット構築を面的に
加速し、ＡＩ開発を推進。 

 製造ＡＸ拠点の構築：製造現場のデータベース整備と、製造プラットフォームの開発支援を担う「製造
ＡＸ拠点」を構築。製造現場の加工・稼働データ等から成る製造データベースを整備し、当該データベー
スや拠点のリソースを活用して、製造プラットフォームビジネスの担い手となる企業が、自社のプラットフォー
ム事業に必要となるサービス等を開発。 

 素材産業におけるＡＩ活用の促進：高機能素材分野での競争力を強化し、我が国素材産業の不可
欠性を維持・強化すべく、我が国素材産業が蓄積してきたデータやノウハウと最先端ＡＩ技術等を掛け
合わせ、新素材開発速度を従来比 10倍に加速させるエコシステムを構築する。具体的には、同業の素
材企業や下流のユーザー企業にもまたがり、複数者で協調して複合新素材を開発することを可能とする
秘匿計算技術等を用いて、各社の材料データやプロセスデータを安全に融合し、機微情報を保護しなが
ら材料組成からプロセス条件までをＡＩ等を活用して一気通貫で解析することで、性能予測の高度化と
製品開発の迅速化を実現する。さらに、ＡＩ駆動マテリアル開発拠点形成、異次元のマテリアルＡＩ人
材育成、ＡＩ駆動マテリアル先進国ブランドの形成等を促進し、AI for Materials を加速する。 

 データの秘匿性を考慮した効率的なＡＩ学習手法の開発：各社が保有する実データの秘匿性を確
保しつつ、ＡＩ性能との両立を図るため、差分プライバシー、秘密計算、連合学習等の秘匿技術を組み
合わせた効率的なＡＩ学習・推論手法を開発。高い秘匿性が求められる分野で産業特化型ＡＩモデ
ルの研究開発・実証を行い、成果を OSS（オープンソースソフトウェア）化することで、製造分野を含む
他産業分野やマルチモーダル基盤モデル開発への横展開を図る。  
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3.1.2. 製造領域 （造船） 

① バーティカルＡＩを活用して目指す姿 

造船領域については、人手不足や熟練技能者の高齢化が進む中、国際競争力の維持・強化に向けて、
生産性向上と品質確保の両立による持続可能な生産体制の構築が急務となっている。このため、造船分野
に特化したＡＩモデルやＡＩロボット等の開発・導入等を進めるとともに、現場データの収集・蓄積・活用を通
じて、造船工程全体の最適化や生産性向上を実現し、高品質な船舶の効率的な建造を可能とする競争力
の高い生産体制の構築を目指す。 

 

② バーティカルＡＩを活用していく際の課題 
ＡＩを軸とした産業構造転換を阻む壁は、設計・調達・建造・検査といった各工程の分断により造船工程

全体でのデータ活用が不十分であり、造船工程全体の最適化が進んでいないことに加え、ＡＩモデルやＡＩ
ロボットの継続的な改善・高度化を支える環境が十分に整備されていないことである。 
 市場課題：船舶ごとに仕様が異なる個別受注生産であり、大型かつ複雑な船舶の建造に長期間を要

することに加え、短期的な市況変動や既存事業所のレガシー設備、人手不足や熟練技能者の高齢化
が重なり、既設ラインを止めずに生産性向上と品質確保を両立させる必要。さらに、多数のサプライヤー・
協力会社が関与する産業構造であるため、個社単独での対応には限界。  

 技術課題：設計・調達・建造・検査といった各工程間でシステムが分断されているほか、これらに係るデ
ータが企業・事業所ごとに分断。工程名称や部材コード、検査基準等の不統一により、造船工程全体
でのデータ活用が困難。また、施工実績や品質データ等を継続的に蓄積・活用し、ＡＩモデルやＡＩロ
ボット等の改善・高度化につなげるための仕組みが未整備。  

 制度課題：船級規則や顧客仕様に基づく検査・品質証跡管理が複雑であり、企業間でのデータ共有
や品質証跡の確認、監査対応に係る負担が大きい。ＡＩモデルやＡＩロボットの活用を前提とした品質
保証のあり方や品質証跡の管理手法、責任分界のあり方も未整備。さらに、同一空間における人とロボ
ットの協働を促進するための安全性評価手法やリスクアセスメント等が未整備。 

 人材課題：造船工程を理解しつつ、ＡＩで解くべき課題を定義し、ＡＩモデルやＡＩロボットの導入・
実装から改善・高度化までを主導できる人材が不足。加えて、熟練技能の形式知化やデータ活用、業
務改革を担う人材も不足。 

 

③ 課題解決の手段・アプローチ 

これらの課題を解決するためには、各造船工程における個別の自動化や暗黙知の形式知化にとどまらず、
設計・調達・建造・検査を横断したデータ活用と業務高度化を一体的に進めるアプローチへ転換する。具体
的には、過去の施工実績や品質データ等を活用して造船分野に特化したＡＩモデルやＡＩロボット等の開発
を進め、その成果の実証・導入を通じて速やかな社会実装につなげるとともに、設計情報、施工実績、品質デ
ータ、設備稼働データ等を継続的に収集・蓄積し、現場への実装を通じて得られるデータを活用してＡＩモデ
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ルやＡＩロボット等の改善・高度化を図る。また、人とＡＩロボット等が協働する造船現場における安全性の
検証を進めるとともに、他分野のフィジカルＡＩにおける安全確保に関する取組との連携を図り、人とＡＩロボ
ット等が安全に協働できる環境の実現につなげる。 

 

④ 2030年に向けて取り組む主な施策 

2030年に向けては、造船業に特化したＡＩモデル等の開発及び先導的な造船所における実証・導入を
通じて、その成果や蓄積されたデータを活用しながら技術の高度化や導入範囲の拡大を進めていくこととし、以
下のプロジェクトに官民投資を集中させる。 

 ＡＩ生産技術システムの開発・導入：熟練技能者に依存している溶接、塗装、曲げ加工等の建造の
主要工程において、過去の施工実績や品質データ等をＡＩに学習させ、3次元設計データやセンサ情
報を活用しながら、施工方法や施行条件等を自動生成するＡＩ生産技術システムや、これを活用する
ＡＩ造船ロボット等の開発・導入を支援し、施工の高度化、省人化及び生産リードタイムの短縮を推
進。 

 ＡＩ設計・生産工程シミュレーションの開発：設計情報や施工実績等のデータを活用し、工程計画や
設備・資材配置の事前検証・最適化を可能とするＡＩ設計・生産工程シミュレーションの開発を支援
し、工期の短縮、建造工数の平準化を始めとした造船工程全体の最適化を推進。 

 ＡＩ造船データ活用基盤の整備：上述のＡＩ生産技術システムやＡＩ造船ロボット等の開発・導入
と一体的に、設計情報や施工実績、品質データ、設備稼働データ等を継続的に収集・蓄積・活用する
ことで、現場への実装を通じて得られるデータをＡＩモデルの改善・高度化に反映し、ＡＩ生産技術シス
テムやＡＩ造船ロボット等の継続的な高度化を推進。併せて、工程名称や部材コード等の共通化を進
めることで、企業や工程を横断したデータ連携・活用を促進。 

 ＡＩ品質証跡・認証連携基盤の整備：ＡＩ生産技術システムやＡＩ造船ロボット等による施工にお
けるＡＩの判断履歴や施工条件、施工ログ、検査データ等を改ざん耐性のある品質証跡として統合し、
発注者や認証機関・保険会社等が共通参照可能な環境の整備を進めることで、品質保証や不具合
発生時の責任分界のあり方に関する検討を推進。 

 ＡＩロボットの安全性確保に向けた取組：人とＡＩ造船ロボット等が安全に協働できる作業環境の実
現を図るため、安全上のリスクや課題の検証を行うとともに、リスクアセスメント手法や安全運用ガイドライ
ン等の整備に向けた検討を推進。 
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3.1.3. 物流・交通領域 

① バーティカルＡＩを活用して目指す姿 
物流・交通領域については、輸送力・移動手段の不足の解消を目指す。このため、荷主・運送業者・着荷

主・自治体・交通事業者、自動車メーカー・システムベンダー等を横断するデータ連携や自動運転等のための
ＡＩ活用等の推進によって、持続可能で自律的な次世代サプライチェーン、地域モビリティ網を実現する。  

これにより、産業競争力を強化し海外にも展開するとともに、物流効率化やドライバー不足等の移動課題
解決を実現する。 

 

② バーティカルＡＩを活用していく際の課題 

物流・交通領域のバーティカルＡＩの社会実装を阻む壁は、多重下請けや縦割り構造に起因する「データ
と物理的規格の分断」、ＡＩの学習に必要なデータ収集・分析が各社ごとに実施されていること、ＡＩの安全
性評価手法が確立されていないこと、モダンなレイヤードアーキテクチャが実現しておらずバーチャルエンジニアリン
グが不十分で半導体等をも含んだ物理レイヤーとＡＩ・データ・アプリケーションレイヤーまでを一気通貫で開
発・評価・実装を行えないこと等が課題。人材不足の影響も大きく、対策が必要。 

 市場課題：EC拡大や地域交通の担い手減少が進む一方、多重下請け構造や投資余力不足によ
り、現場は属人的な暗黙知や電話・FAX での調整に依存。全体最適化が困難となり、輸送力と地域モ
ビリティの維持が限界に直面。 また、全般に自動運転等に用いるＡＩ開発のための投資やＡＩ実装の
ための半導体まで一気通貫でハードウェア・ソフトウェアの双方を設計・開発する能力が不十分で、市場
の寡占化も進行している。 

 技術課題：荷主・運送業者・着荷主、あるいは自治体・交通事業者間でシステムが分断。荷物の内
容・所在等の情報、荷待ち時間や附帯作業等が可視化されず、ＡＩによる動的配車や共同配送、需
要予測を回すための前提となるデータが不足。データ不足はＡＩ開発でも起こっており、例えば自動運転
に用いるＡＩの学習に必要な走行データを大量に効率よく収集・分析するエコシステムは構築されていな
い。また、ＡＩの実装のためには、半導体等のハードウェアまでを一気通貫で見通す必要があるが、ハード
ウェアとソフトウェアが分離されたモダンなレイヤードアーキテクチャの下でのバーチャルエンジニアリングが進ん
でおらず、ＡＩに適したハードウェアや逆にハードウェアに適したＡＩを高効率・高頻度で開発・アップデー
トできないことも課題。 

 制度課題：物流領域における紙伝票やアナログな商慣習の残存。パレット単位でのデータ収集を阻害
する業界構造の温存。ＡＩの安全性を評価する手法が確立しておらず、例えば、E2EAI による自動運
転の安全性をどう評価するかはまだ曖昧になっている。 

 人材課題：業界全体でソフトウェア人材が不足しており、ＡＩの専門人材が各社に分散。配車、倉
庫、地域交通の現場要件を理解しつつ、ＡＩ需要予測や最適化ロジックを実運用へ落とし込めるＡＩ
実装人材が不足している。具体的には、複数企業間でのデータ連携と業務再設計（BPR）を主導でき
る人材が不足している。ＡＩを実装するための半導体からソフトウェア、ＡＩまでを垂直的に開発・統合
することができる人材も不足している。 
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③ 課題解決の手段・アプローチ 

これらの課題を解決するために、ＡＩを活用するが、その前提となるデータ・アプリケーションレイヤーの連携や
データエコシステム構築を推進する。具体的には、物流基幹システムの API連携による企業間データのシーム
レスな統合等を推進するとともに、各社がＡＩを開発・評価・実装するために、データの収集・抽出・共有等を
効率的かつ安全に将来的に行えるようにする。 

また、ＡＩを実際に活用するためには、安全性の評価手法の確立、データ駆動型での開発・評価・実装、
アーキテクチャのモダン化・レイヤー化の下でバーチャルエンジニアリングを進めることによるハードウェアとも連携した
一気通貫での垂直的な取組等を、実証等で実際に運用しながら実現していく必要がある。これらにより、物
流・交通領域においてはもちろん、他の領域でも有効なアプローチを確立する。例えば、物流・交通空白地に
おいて、需要予測や動的配車を統合したＡＩ運行基盤を構築し、個別実証（PoC）から地域全体の継続
的な運行最適化へとフェーズを引き上げる。 

 

④ 2030年に向けて取り組む主な施策 
 データ・アプリケーションレイヤーの連携、データエコシステム構築：物流領域向け領域特化モデルの開

発を行う。物流領域に特化した、高度な専門知識を備えたモデル開発や社会実装に向けた現場ユーザ
ーとの実証等を支援する。加えて、運行管理・遠隔監視・情報管理等をプラットフォーム的に提供し、物
流・交通領域において関連するプレイヤーを支援することで新産業創出を促すエコシステムを確立する。ま
た、データはＡＩ開発に不可欠であり、自動運転等に用いるＡＩの開発効率を高めるためのデータ・アプ
リケーションレイヤーの取組として、運行管理等のプラットフォームともつながり、データの収集・抽出・共有を
行うことで、開発・評価・実証に利用できるデータのパイプライン等を構築する取組を支援する。 

 ＡＩ実装のためにハードウェア・ソフトウェア一気通貫での取組を推進する施策：開発インフラ（デー
タのパイプライン、ツールチェーン等）の整備を進め、開発・評価・実装の効率化・高度化を図る。また、ア
プリケーション及び半導体をうまく機能させるための中間領域層（ミドルウェア・OS等）の整備と半導体
の設計を行い、半導体開発に係る設計知見や技術を蓄積する。これらを進めることで、アーキテクチャのレ
イヤー化とバーチャルエンジニアリングを実現し、ハードウェア・ソフトウェア一体での開発・評価・実装が可能
になる。例えば、自動運転用ＡＩの性能を引き出すとともに安全な自動車、自動車の性能限界を加味
して自動車上で適切かつ安全に挙動する自動運転用ＡＩ、統合制御機能等の自動運転以上に機能
安全が求められる領域で用いられる新たな車載ＡＩ、OTA によるソフトウェアアップデート等において、迅
速に開発・評価・実装が可能になるため、開発期間短縮だけでなく、安全性と体験価値も向上する。 

 ＡＩ実装のための安全性評価等：ＡＩ実装のためには信頼性の面での対応も必要であり、自動運転
におけるＡＩ、特に E2EAIの安全性評価手法を確立する。また、無人自動運転を前提として冗長性
や安全性・信頼性が担保された車両の量産化に向けた取組を進める。これらはデータエコシステムやバー
チャルエンジニアリングによって支えられるとともに、データの蓄積にも資する。さらに、当該手法に基づき自
動車メーカー・サプライヤー等の事業者が円滑に開発を行えるような共通の評価基盤を構築するととも
に、当該手法が国際基準・標準や国内の認可・認証プロセスと整合するような実証環境を整備すること
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で、安全性・信頼性を確保する。これらにより、事業者の開発スピードの向上、自動運転技術の早期の
社会実装を実現するとともに、円滑な海外展開にもつなげていく。 

 バーティカルＡＩの社会実装の促進：上記に加え物流・交通領域におけるバーティカルＡＩの開発・
投資を促進していくことが重要であり、その代表的事例である自動運転技術に関しては、日本成長戦略
会議デジタル・サイバーセキュリティワーキンググループと連携して、バス・タクシー・トラックの L4・L2++車
両の社会実装の支援、L2++車両の優良認定制度の創設と開発・普及促進、国際基準・標準策定
等の主導、事故原因究明体制の構築等の導入環境の整備を進めていく。社会実装が促進されること
で、バーティカルＡＩ開発に必要なデータ収集環境の整備も促進され、バーティカルＡＩ開発の加速化
にもつながる。 
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3.1.4. 情報通信領域 

① バーティカルＡＩを活用して目指す姿 

情報通信領域は、あらゆる経済社会活動の基幹インフラを提供するものであり、ＡＩ開発・利活用におい
ても戦略的自立性・不可欠性や開かれたＡＩ主権の確保が経済安全保障やデジタル赤字の解消の観点か
ら重要。また、インフラ保全等のオペレーションの効率化・高度化が課題になっている。このため、情報通信の現
場の経験や知識をデータとして集積しＡＩに活用することで、バーティカルＡＩの開発・利活用を進め、その海
外展開の推進や強い地方経済の実現に寄与するとともに、ＡＩの開発・利活用を支える通信インフラの整備
を進める。これにより、通信インフラの戦略的自律性を確保しつつ、オペレーションの効率化・高度化を目指す。 

 

② バーティカルＡＩを活用していく際の課題 

学習データの集約・加工の停滞、ＡＩ安全性・信頼性の確保、ＡＩ実装人材等の不足といった課題があ
る。 

 市場課題：国内市場においては、多重下請け構造もあり情報通信領域共通のデータ整備は個社のみ
では難しく、また、現場データの集約・加工も停滞。更に海外市場形成についても、現地語・文化・業務
慣行への対応といったコストの高さから日本企業の海外展開にも障壁。 

 技術課題：現場知識を学習したＡＩモデルが不足。また、ＡＩのリスクの把握やＡＩモデルの評価な
ど、安全性・信頼性を測るための適切な手法が不足。また、ＡＩ需要増加に伴う通信インフラの高度
化・効率化も課題になっている。 

 人材課題：ＡＩ研究開発人材、情報通信のオペレーションや地域等の現場とＡＩとの双方を理解して
バーティカルＡＩの社会実装を推進できる実装人材、及び中小企業支援人材が不足。 

 

③ 課題解決の手段・アプローチ 

情報通信領域における我が国の新たな勝ち筋となるバーティカルＡＩの開発・利活用を政府主導で推進す
ることで、リソース制約や不確実性といった課題を乗り越え、社会実装を加速、労働力不足に直面する我が国
の供給力の維持・向上を図るとともに、海外展開を推進し、「強い経済」を実現する。また、官民協力によるユ
ースケースの創出やＡＩ実装人材の育成、データセット整備及び国内ＡＩ開発企業等への提供によるＡＩ
モデル開発促進、信頼性評価、ＡＩの開発・利活用を支える通信インフラの強化等も含めたＡＩエコシステ
ム全体を通じて、戦略的自律性・不可欠性及び開かれたＡＩ主権を確保する。加えて、政府間連携を土台
に、政府主導で初期市場形成を支援し、日本企業の海外展開コスト・リスクを低減させ、海外展開を推進す
る。 

 

④ 2030年に向けて取り組む主な施策 

バーティカルＡＩの開発・利活用によって情報通信領域のＡＩトランスフォーメーション（ＡＸ）や地域課
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題の解決を図り、バーティカルＡＩの社会実装を進めるとともに、その開発・利活用を支える評価基盤やサイバ
ーセキュリティ技術の開発、通信インフラの整備等を行う。バーティカルＡＩの開発・利活用について、国内通
信事業者や地域でのユースケースの創出に取り組み、その後、国内展開に加え、広島ＡＩプロセス等の枠組
みを活用し海外展開を図る。 

 情報通信領域におけるバーティカルＡＩ構築：情報通信領域の業務に特化したＡＩモデルの整備
や、ＡＩ実装人材の育成強化、エージェント型ＡＩ等の技術進展への対応、ＡＩリスクへの包括的対
応、共通データの整備等を行う。まずは国内情報通信事業者における業務効率化効果が大きいユース
ケースとして、例えば、通信インフラに係る障害予兆検知の高度化やサプライチェーンの効率化等に資する
バーティカルＡＩの構築を後押しし、その後、技術仕様やユースケース集等の成果を国内・海外に展開
する。 

 脳情報通信分野における我が国の開発力強化に向けた脳活動の計測基盤強化とデータ構築：脳の
動きの解明を通じて感情や身体性を理解し、人々の生活を豊かにする新たな情報通信技術の実現に
向けて、（国研）情報通信研究機構（NICT）が保有する高度な脳活動の計測基盤を強化し、質
の高い脳活動データベースを構築するとともに、これらを官民で共同利用することで、次世代のＡＩ技術
として、情報通信領域における脳情報を活用したバーティカルＡＩの構築を推進する。 

 地域ＡＸの推進：人手不足が顕著な地域の中堅・中核企業（コネクター・ハブ）へのＡＩ導入を効
果的に進めるため、ＡＩ等を活用した、地域内外に拡がりが期待できる地域密着型事業の立上げや、
地域の意欲のある中堅・中核企業等を巻き込んだ先進的な地域課題解決プロジェクトの創出支援を行
うことで、「地域ＡＸ」を推進し、地方の伸び代の成長への転換を目指す。 

 エッジＡＩを活用した通信負荷の低減・地域課題解決の実証：ＡＩ需要の加速度的な増加を受け
て顕在化しつつある通信課題の解決に向けて、利用者近傍にＡＩリソースを置き通信を効率化する「エ
ッジＡＩ」を活用したＡＩ導入のためのモデル実証を実施し、地域課題の解決を図る。 

 広島ＡＩプロセスを軸としたＡＩグローバル・ガバナンスの構築：「安全・安心で信頼できるＡＩ」及び
「開かれたＡＩ主権」の確立に向け、「広島ＡＩプロセス」について、技術動向を踏まえたＡＩガバナンス
の在り方の検討や、グローバルサウス諸国等との連携強化など、その発展・拡充を含めて、ＡＩグローバ
ル・ガバナンスの構築を引き続き主導する。 

 自由で開かれたインド太平洋（FOIP）ＡＩ共創推進：自由で開かれたインド太平洋（FOIP）の
下で、母国語ＡＩの共同開発に加え、日本の強みを有するバーティカルＡＩについて、ASEAN各国等
の政府・現地事業者とも連携した実証・実装、その基盤となる多言語データ整備を推進する。また、日本
の技術・ガバナンスに親和的なＡＩ人材・エコシステム形成を進める。 

 能動的評価基盤構築：（国研）情報通信研究機構（NICT）において、ＡＩの進化に対し柔軟か
つ動的に日本文化等を踏まえＡＩの信頼性を評価する「能動的評価基盤」構築に向けた研究開発を
実施するとともに、ＡＩセーフティインスティテュート(以下ＡＩＳＩ)等と連携し能動的評価基盤の社会
実装や我が国のＡＩ評価に係る取組の諸外国への知見の共有を図る。また、日本語データ収集・合成
データ生成、国内開発事業者への提供を通じて、我が国の開発力向上を後押しする。 

 ＡＩを活用したサイバーセキュリティの強化：我が国のサイバー対処能力を強化するため、高性能化が
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進むＡＩを活用し、実践的な演習の実施等を通じてサイバーセキュリティ人材の育成を強化するととも
に、（国研）情報通信研究機構（NICT）を中心に、脅威検知やインシデント対応の高度化に資する
サイバーセキュリティ技術の研究開発を推進する。 

 ＡＩの開発・利活用を支える通信インフラの整備：オール光ネットワーク等の研究開発・国際標準化・
社会実装、ＡＩデータセンターの整備、AI RAN（AI Radio Access Network）、ＡＩドローン等に
よる次世代ＡＩ基盤の構築、量子通信・ネットワーク等の整備を推進する。 
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3.1.5. 金融領域 

① バーティカルＡＩを活用して目指す姿 

金融分野については、不正検知や市場分析・予測、マーケティング等へのＡＩの利活用に加え、生成ＡＩ
の普及により、一層の業務効率化や顧客体験の向上をもたらすユースケースが登場しつつある。金融機関にお
いては、ＡＩの利活用に伴うリスクを特定・評価した上で適切に対処しながら、顧客ごとに最適化・精緻化さ
れた金融サービスの提案・提供等の新たな金融サービスの創出や、リスク管理・コンプライアンスの高度化や各
種手続・文書管理等に係る業務効率化を積極的に実現していくことを目指す。 

 

② バーティカルＡＩを活用していく際の課題 

金融領域におけるバーティカルＡＩの社会実装に向けて、実用性・安全性・信頼性を備えた上で、ＡＩを
金融サービスや業務プロセスに組み込んでいくためには、例えば、以下のような課題が挙げられる。 

 市場課題：社会的信用を有する金融機関に求められるリスク管理等と両立させつつ、業務効率化や顧
客の利便性向上等につながるユースケースの創出や市場への浸透を図る必要がある。 

 技術課題：エージェント型ＡＩによる購買活動や商取引が広がることを見据え、エージェント型ＡＩとの
連携が想定される決済インフラについて、必要な機能性を確保する必要がある。また、ＡＩ技術が急速
に進展する中、金融機関等においては、業務効率化やサービス高度化へのＡＩ活用に加え、サイバーセ
キュリティ態勢の強化が急務となっている。 

 制度課題：多くの金融機関においてＡＩの活用・試用が進展している一方で、ＡＩ活用に係るリスク
管理態勢やガバナンスの構築を含め、現場の業務プロセスへのＡＩの組み込み方に悩む声が聞かれる。
同様に、具体的なＡＩ活用のユースケースによっては、ＡＩを活用した金融サービスを提供する際の既
存法令の適用関係が論点となりうる。 

 人材課題：ＡＩの利活用やリスク低減について現場職員が参照可能な知見・ノウハウの整備・共有に
より、円滑なＡＩの実装や組織的な横展開を図ることが課題となっている。 

 

③ 課題解決の手段・アプローチ 

こうした課題の解決に向けて、エージェント型ＡＩ時代における安定的な金融市場の確保のための検討を
進めるほか、リスクを踏まえながら、ＡＩの浸透に応じた市場・金融機関監督の在り方を検討していく。 

ＡＩの金融業務プロセスへの組み込みに向けて、誤出力のリスクが伴うＡＩ活用に当たって、どの程度のリ
スク管理を行うべきか、どのようなガバナンスを構築すべきかなどについて、業界内での実務的な目線・プラクティ
スの形成・共有を図る。また、ＡＩを活用した金融サービスの提供への法令の適用関係について、具体的なユ
ースケースに基づいて、事業者の疑問点への前向きな対応等に万全を期す。 

業務プロセス刷新やＡＩ開発に向けては、金融分野における業務の効率化を促していく観点で、例えば、
金融機関等が対顧客向けサービスを始めとするユースケースを創出し、それをガバナンス等の観点から評価・改
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善し、その利活用の仕方やリスク低減の方法等をとりまとめたガイドラインを作成する実証研究事業を行う。 

決済インフラについては、エージェント型ＡＩやブロックチェーンを活用した新たな決済手段（ステーブルコイン、
トークン化預金）に関する新規性のある実証実験を支援する枠組みを通じて、新たなサービスの社会実装を
後押しする。加えて、エージェント型ＡＩの普及による高頻度・常時稼働型決済や、物流・商流・決済の一体
化の進展など、将来の技術革新にも対応できる拡張性を備えた決済基盤の在り方を検討する。 

また、サイバー攻撃にＡＩが活用されることで、攻撃のスピード・規模が劇的に加速・拡大するなど、サイバー
セキュリティを巡る脅威が高まっていることを踏まえ、官民連携の枠組みを通じて金融機関等のサイバーセキュリ
ティ対策強化に向けた対応を検討する。 

 

④ 2030年に向けて取り組む主な施策 

金融分野におけるバーティカルＡＩの開発・利活用を推進するため、金融インフラの高度化と競争力強化
の観点から、以下のプロジェクトに注力する。  

 金融機関による高度な生成ＡＩのユースケース創出：金融機関による高度な生成ＡＩの利活用を
促進し、その業務を効率化していく観点から、2026年度において、顧客向けサービスの利便性向上等、
事業者支援の高度化につながりうるユースケースを創出し、そうしたユースケースやリスク低減の方法等の
プロセスをとりまとめたガイドラインの作成・横展開に取り組む。その後については、2026 年度の成果等を
踏まえ、必要な対応を検討する。 

 ＡＩを活用したサイバー攻撃の脅威への対応： ＡＩを用いたサイバー攻撃の脅威に対応すべく、関係
団体と連携し、金融分野のサイバーセキュリティ態勢の強化を図る。   
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3.1.6. 創薬領域 

① バーティカルＡＩを活用して目指す姿 

創薬領域においては、ＡＩを軸とした創薬プロセス刷新が国際的に進展し、ＡＩ創薬を用いた医薬品が
治験段階に入りつつある。治験プロセスにおいてもリアルタイム化など試みが進展しており、創薬プロセスの飛躍
的な高度化・効率化が顕著に進展している。今後の製薬産業の構造改革も見据え、基礎研究から臨床開
発までの創薬バリューチェーン全体にバーティカルＡＩを活用することにより、創薬プロセスを高度化・迅速化
し、世界に伍するＡＩ創薬力を確保する中で、創薬領域全体のＡＩ駆動化を推進する。我が国にＡＩ創
薬のエコシステムを根付かせることにより必要な患者に革新的な医薬品・医療機器を迅速に届けることができる
社会の実現を目指すとともに、創薬とＡＩを橋渡しする人材の育成や事業化支援を後押しし、ＡＩを前提と
した創薬産業・市場を形成していく。 

 

② バーティカルＡＩを活用していく際の課題 

創薬領域での社会実装には、ウェット（実験）工程自動化の高額な投資、創薬データ標準化の未整備、
データの分断・サイロ化、バリデーション（検証）に必要な正解データの商用利用の困難さ、ＡＩ前提の評
価・薬事審査の不明確さ等がある。 

 市場課題：大規模かつセキュアな計算資源や自動化設備の個社単体での投資のハードル。非効率な
試験・患者データの分散で臨床試験データ基盤の整備の遅延。 

 技術課題：研究・臨床、非臨床、製造工程等の各データやメタデータ形式の未統一。自律化を前提と
した機器間の連携の不足、利用可能なデータも不足。医療・生体データを用いる際の個人情報処理の
課題。 

 制度課題：ＡＩ生成物と薬事審査の関係性が不明確。ＡＩを用いた治験設計やデータの二次利用
ルールやプライバシー保護要件等の規制の複雑さ。データ利用契約、匿名加工、知財、薬事における機
関横断連携の困難さ。 薬事審査・安全対策におけるＡＩ生成物の検証・評価におけるＡＩの活用、
審査報告書作成などにおけるＡＩ活用による業務効率化と迅速化の課題。 

 人材課題：創薬科学、バイオ、統計、計算科学、ロボティクス等を横断し、ドライ（計算・解析）とウェッ
トの統合環境に落とし込める人材や臨床試験と医療情報、ＡＩをつなぐ人材が不足。ＡＩを活用した
知財、薬事、データ管理まで含めて一体で動かせるプロジェクト管理人材も不足。 

 

③ 課題解決の手段・アプローチ 

市場課題に対しては、官民連携で創薬プロセスの各工程を高度化・迅速化する共用のＡＩ駆動型自律
ラボを整備し、ＡＩ計算基盤やセキュアデータ基盤へのアクセスを確保することにより、スタートアップを含む企業
や連携するアカデミア等が低コストで創薬活動に利用可能な体制を確保し、設計、合成、試験、解析の各工
程においてドライ（計算・解析：創薬ＡＩを用いた設計・解析過程）とウェット（実験：自律ラボを用いた
合成・試験過程）を融合したＡＩ創薬基盤を形成する。また治験のプロトコル作成や患者組入れの最適
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化・治験データ生成・電子カルテ連携、解析自動化、薬事承認後の臨床現場でのデータの収集・解析等の
ＡＩを前提に業務や組織の再構築を推進し、臨床研究中核病院等においてＡＩ治験環境の整備を進め
る。技術課題に対しては、ＡＩが利用可能な研究・試験・臨床等のデータや解析条件等のメタデータの標準
化を進め、自律ラボを用いた高品質データを創出し、蓄積されたデータにより創薬ＡＩモデルや自律ラボの更
なる高度化を進める。制度課題に対しては、審査の迅速化・高度化に資する薬事審査におけるＡＩの利活
用を推進する。医療データの二次利用に関するルールの明確化を進めるとともに、匿名加工・プライバシー保
護・知財の取扱いを一体的に整理することが必要である。人材課題に対しては、海外の創薬ＡＩ専門人材
の呼び込みも含め、創薬・ロボティクス・ＡＩを橋渡しする統合型人材を産学官連携で育成する体制を構築
し、共通基盤を活用した実践機会を提供する。 

 

④ 2030年に向けて取り組む主な施策 

創薬ＡＩモデルによる設計・解析の高度化とＡＩ駆動型自律ラボの連動によりドライとウェットを融合した
ＡＩ創薬を実現し、基礎研究から非臨床研究、製造工程開発の各プロセスの迅速化・最適化を行うととも
に、ＡＩによる臨床試験・治験プロセスの展開を推進する。また、研究データや臨床データの標準化と安全な
二次利用ルールの整備、ＡＩの活用を前提とした治験設計・実施・解析支援の制度的整理、薬事審査にお
いてＡＩを前提に審査業務や組織の再構築を実現し、創薬プロセス全体の迅速化・高度化を推進するた
め、官民投資を集中させる。 

 ＡＩ駆動型共用自律創薬ラボの構築支援：候補化合物の発見から最適化に至る創薬の上流や毒
性試験等の非臨床試験、製造工程を最適化するフィジカルＡＩによる自律ラボを製薬企業、ＡＩ開発
企業、ロボット開発企業等が主体となって整備し、スタートアップを含めた幅広い企業による共同利用を
可能とする。またそのためのセキュアな共用ＡＩ計算・データ基盤の整備を推進する。また、整備したラボ
を利用した最先端創薬ＡＩの創出、創薬試験プロセスのＡＩ自律化の実証を進める。 

 創薬ＡＩの学習データの規格化・標準化：ＡＩ駆動型自律ラボの構築と並行して、創薬ＡＩの性
能の高度化のため、自律ラボ等で用いる機器の条件等のメタデータを含む創薬データを標準化し、創薬
ＡＩの学習データの規格の標準化を推進する。 

 国際的視野での創薬・医療ＡＩの人材育成・事業化の推進：来年度以降、国際的な先端ＡＩ研
究機関や創薬・医療ＡＩのベンチャー支援機関を招致し、国際展開を視野に入れた創薬・医療ＡＩに
特化した人材育成・共同研究・事業化支援のハブを設置する。 

 ＡＩ駆動型臨床試験・治験の推進：治験の研究計画書の作成や患者組入れの最適化・治験データ
生成・電子カルテ連携、解析自動化、薬事承認後の臨床データの収集・解析等のＡＩ駆動化を推進
し、臨床研究中核病院等においてＡＩ治験環境の整備・実証を進める。 

 ＡＩ前提の薬事審査体制の確立：医薬品医療機器総合機構（PMDA）における治験・審査・安
全対策業務や事務業務のＡＩ利活用を推進し、ＡＩ前提の薬事審査・安全対策の高度化や効率
化、評価体制の確立に向けた取組を進める。 

 ＡＩ創薬のための学術研究基盤の機能強化：産学連携によるＡＩ創薬の実現に向け、大学・国立
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研究開発法人等の研究機関における大型研究施設（SPring-8等）や先端機器の共用及び高度
な解析等に係る技術支援を推進するとともに、ライフサイエンス分野のデータ基盤の整備を一体的に進め
ることで、学術研究基盤の機能強化を図る。 
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3.2. 公共性のある領域別戦略 

3.2.1. 医療・介護・福祉領域 

① バーティカルＡＩを活用して目指す姿 

医療・介護・福祉領域におけるＡＩを軸とした業務・経営改革により、各領域の従事者が本来のケアに集
中できる環境を実現し、誰もが質の高い医療・福祉サービスに公平にアクセスできる社会を目指す。このため
に、エージェント型ＡＩやフィジカルＡＩ等のＡＩの活用を前提とした業務・経営改革を推進することにより、
構造的な従事者の不足や労働負荷に直面する中であっても、安心・安全で質の高い持続可能なサービスを
安定的・効率的に提供できる環境を構築する。これに向け、医療・介護・福祉領域における先行的なＡＩ活
用の社会実装及びその効果検証、ＡＩと現場をつなぐ専門人材の育成等を推進するとともに、本領域におけ
るＡＩの活用に関する法令や規制、運用ルール等の曖昧さの解決、ＡＩ活用に関する課題である施設間・
システム間・制度間でのデータの分断等の課題解決を進める。  
 

② バーティカルＡＩを活用していく際の課題 

医療・介護・福祉領域におけるＡＩを軸とした組織経営改革を阻む壁として、現場の疲弊や現場とＡＩを
つなぐ専門性を有する人材の不足による新システムの受入れや業務の見直し・定着に向けた余力（資金面・
知識面）等の不足、病院・施設・システム・自治体をまたぐデータの縦割り構造、ＡＩの活用に関する法令や
規制、運用ルール等の制度面の曖昧さ等が挙げられる。 具体的には、以下のような課題が挙げられる。 

 市場課題：ＡＩ導入効果の不明瞭さや資金面・知識面の制約による業務効率化への投資・経営戦
略の不足。長年の特定ベンダーへの依存等を背景としたシステム変更の柔軟性の欠如。 ＡＩ機器・サ
ービスへの開発投資の回収予見困難さ。 

 技術課題： ＡＩの学習データに用いる際の個人情報の処理の困難さ。ＡＩの意図しない動作に対す
る安全性確保の困難性。事例やベテラン職員のノウハウ等が可視化・体系化されておらずＡＩへの知の
蓄積が進みづらい現状。 

 制度課題：医療従事者とＡＩの責任分界の不明確さ。医療・介護・福祉領域におけるデータの二次
利用ルールやプライバシー保護要件の複雑さ。ＡＩの意図しない動作に対する安全性確保に関するル
ールが未成熟。制度やデータ保有主体の違いを背景としたデータ分断による連携の困難さ。  

 人材課題：現場とＡＩをつなぐ専門性を有する人材の不足。具体的には、ＡＩを軸とした医療現場の
質の向上や業務・経営改革等について、現場とＡＩの技術的観点の両方の知識を兼ね備えた人材や
診断・治療に使用される医療機器の評価を行うことができる人材が不足。  

 

③ 課題解決の手段・アプローチ 

ＡＩ導入を前提とした業務・経営改革を後押しする支援を講じることにより、持続的にＡＩを軸とした組織
経営改革が進展する環境を整備し、最終的には現場負担の軽減とサービスの質の向上を両立する社会の実
現を目指す。 
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市場課題については、利用可能なＡＩ機器・サービスの現場への社会実装を進めること、それを加速するた
めの政策的支援を行うことが重要である。具体的には、医師、看護師等による記録業務や診療支援の自動
化、相談業務支援、薬局での患者の治療離脱の検知等の実効性の高い領域から、導入意欲がある施設・
機関へ段階的にＡＩ導入を進め、そのインパクトを定量的に評価・共有することにより、現場や経営層の意思
決定を支援し、横展開を図る。このために、現場への財政的・技術的観点から普及支援を行うとともに、ＡＩ
導入効果の定量指標やベンチマーク等の客観的な指標を整備していく。更に、個社の電子カルテとエージェン
ト型ＡＩの連携を可能とする標準規格を策定し、その実装を進めることで、電子カルテの仕様に依存しない医
療ＡＩの市場を創出していく。 

技術課題については、ＡＩ開発における個人情報処理に関する技術開発を進めるとともに、必要となる処
理基準の設定も含めた制度的検討を進める。また、医療・介護・福祉のような高度な安全性が求められる対
人サービスにおけるＡＩの意図しない動作に対する安全性確保については、 ＡＩＳＩにおいて検討を進め
る。現場のノウハウ等については、可視化・体系化しＡＩを軸とした組織経営改革をする方策を検討していく。 

制度課題については、医療従事者との責任分界について、国際的な動向も踏まえつつ議論を進め明確化
を図っていくとともに、改正個人情報保護法成立後には、医療分野における同法のもとでの統計作成等の特
例に基づくＡＩ開発について、医療デジタルデータのＡＩ研究開発等への利活用に係るガイドラインの見直し
等の検討を進める。また、医療・介護・福祉を横断したデータ連携を実現するための標準規格や基盤整備を
進め、分断されたデータの統合的活用と知識の蓄積、適切な情報提供を可能とする環境を構築する。 

人材課題については、導入から運用・改善まで一体的に担える体制強化を図るため、現場とＡＩを橋渡し
できる人材の育成とリ・スキリングを推進する。 
 

④ 2030年に向けて取り組む主な施策 

ＡＩを軸とした組織経営改革を進める上で、ＡＩ開発において必要となる個人情報の取扱い、高度な安
全性を求められる対人サービスにおけるＡＩの意図しない動作に対する安全性確保策等の横断的な課題に
ついて領域間で連携して対応しつつ、以下に示すプロジェクトに、テクノロジーの導入・活用を促進し、官民の
投資を集中させることで、現場の負担軽減を図るとともに、安全かつ効率的なＡＩ共働型の医療・介護・福
祉を実現していく。  

【医療・介護・福祉領域共通施策】 
 対人サービスにおけるＡＩセーフティ：高度な安全性を求められる医療・介護・福祉等の公共・準公共

分野の対人サービスにおけるＡＩの意図しない動作に対する安全性確保に関する検討・研究開発を推
進する。 

 ＡＩ開発における医療・介護・福祉等の個人情報の取扱い：統計作成等、特定の個人との対応関
係が排斥された一般的・汎用的な分析結果の獲得と利用のみを目的とした取扱いを実施する場合の本
人同意の在り方を検討する。 

【医療・介護・福祉】 
 医療・介護・障害福祉分野でのＡＩ開発・普及支援：生成ＡＩを活用した看護記録や診療情報提
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供書、介護記録等の文書作成に係る業務支援サービス・業務支援機器などＡＩを活用したテクノロジ
ーについて、医療機関や介護事業所等の業務効率化、現場の負担軽減、ひいてはサービスの質の確保
に資する新たな技術開発等を推進する。また、こうしたサービス・機器の導入等により業務効率化等を図
る医療機関や介護事業所に対して複数年度にわたり財政支援・伴走支援を行い、その普及を促進す
る。障害福祉分野においても、介護分野の取組を踏まえつつ、障害福祉サービス事業所等に対する取
組支援を実施する。 
具体的には、医療分野については、新たな地域医療構想の下で、効率的かつ質の高い提供体制を構
築するため、医療機関のバックヤード業務及び医師・看護職員・その他コメディカルの業務の効率化を推
進する。また、各サービス・機器の機能、効果、価格等の見える化や医療情報の標準化にも留意した医
療機関の情報システムの連携を進める。介護分野については、食事・入浴支援や移動支援等に係るＡ
Ｉ開発、画像・センサーのデータを元にした介護データの自動記録・分析・提案に係るＡＩ開発を支援
するとともに、スタートアップ企業を含む開発側と連携し複数の事業所における当該機器を用いた実証支
援を行い、その後の普及に向けて、安全性の確保や個人情報の取扱い等を含めたガイドラインの整備等
の支援を行う。障害福祉分野については、障害者の自立等に資する観点から機器開発を促進するととも
に、ＡＩを活用したテクノロジーの障害福祉現場における導入・活用や生産性向上の取組についての必
要性や具体的な方法の周知・普及をさらに進めていく。 

 電子カルテのエージェント型ＡＩ対応推進と医療機関用ＡＩ開発・利用支援：電子カルテ標準化を
進めることに並行し、電子カルテ等の医療情報基盤のエージェント型ＡＩ接続環境の標準規格（MCP
サーバー等）を整備し、実証を進める。あわせて、医療用ＡＩの性能評価や導入効果の評価指標の開
発・実証を通してＡＩの適正な評価を可能にする。また、上記の取組と連動し、医療ＡＩサービスの開
発時業者の開発支援を実施すると共に、医療機関等のＡＩ導入やリテラシー、活用能力の向上を支
援する。 

 薬局でのＡＩ活用モデルの構築・横展開：患者の治療離脱の検知、服薬指導記録の作成、ポリファ
ーマシー対策、医薬品在庫管理等の分野でＡＩの導入を進めるとともに、その効果を検証する。また、
横展開に向けた課題整理を行い、これらを踏まえて、薬局におけるＡＩ活用モデルを構築し、横展開を
図る。 

 ＡＩ活用医療機器の普及支援：ＡＩ活用医療機器の普及に向けた薬事審査体制の強化やリテラシ
ー向上に向けた取組等を行うとともに、実証事業等を通じてＡＩ活用医療機器の評価における課題の
整理等を行う。 

 福祉分野における相談対応等へのＡＩ活用：福祉分野の相談現場において、生産年齢人口が減少
し人員の制約が強まる中でも、アクセスしやすく質の高いサービスの提供を確保していく必要がある。同時
に、相談ニーズが複雑化していることにも対応していく必要がある。こうした観点を踏まえ、相談業務におけ
るＡＩ活用（記録作成支援、支援内容のアドバイス等）や生活保護のケースワーカー業務におけるＡ
Ｉ活用を推進し、福祉現場における①支援員等の負担軽減、②相談支援の質の向上、③相談者の
利便性向上を図る。  
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3.2.2. 農林水産領域 

① バーティカルＡＩを活用して目指す姿 

農林水産領域（食品産業を含む）については、農林漁業者等の減少・高齢化、飲食・食品製造業者に
おける人手不足や気候変動の影響といった課題が顕在化する中、生産基盤の維持・強化と生産性の向上を
通じて食料供給能力等を確保していくことが重要である。このため、農林水産・食品産業における現場の環境
や作業内容と、熟練者の暗黙知（経験・勘）といった属人的に蓄積されている技術・ノウハウ等のデータ化を
進めること等に加えて、生産段階から生産物の流通のみならず、当領域に必須の資材流通や、生産現場とな
る農山漁村の環境維持等、農林水産・食品産業に係る広範なサプライチェーンをＡＩで改善、最適化するこ
とで、気候変動等の環境変化にも自律的かつ柔軟に対応可能な、データ駆動型で生産性が高い産業構造
への転換を図る。さらに、人手不足への対応に不可欠なフィジカルＡＩの実装推進に当たり、現場データ等を
学習したバーティカルＡＩを基盤に、マルチタスクや協調作業等、農林漁業・食品産業事業者が現場で行う
高度な判断・作業を代替可能とする。これにより、労働力が著しく減少する中にあっても、高品質な農林水産
物・食品を持続的に供給可能な強靭な産業モデルを実現することを目指す。 またその際、農林水産業のよう
に複雑で多様な自然条件や作業工程のもとで行われ、開発に係る技術的な難易度が高い分野について他
産業分野の技術を取り込みＡＩソリューションの開発の場として提供することで、ＡＩ実装の加速化に加え、
ＡＩ産業全体の高度化に貢献する。 

 

② バーティカルＡＩを活用していく際の課題 

農林水産領域におけるバーティカルＡＩの社会実装に向け、現場の構造的制約や自然条件の多様性・リ
スク等に起因する市場課題、データの分断・不足や農林水産領域の特殊性に起因する技術課題、ＡＩ活
用に伴う責任分界・安全確保やデータガバナンス等の制度課題、現場でＡＩ導入を担う人材の不足といった
人材課題が挙げられる。 

 市場課題：高齢化の進展や労働集約的な生産構造等を背景とした労働力不足とともに、ＡＩやロボ
ットを導入・運用できる担い手が不足しており、技術の普及・定着が困難。また、労働災害リスクが高い
環境下での作業自動化における安全要件を満たすＡＩ実装ハードルの高さ。多様な気候条件や品種
等による地域特性が大きく、経験や勘に依存する暗黙知も多いことから、画一的な技術や単一モデルに
よる対応が困難。気候変動や病害虫、鳥獣害、赤潮等のリスクへの対応の高度化・迅速化に向けた広
域・横断的なデータ連携とＡＩ活用のための体制が未整備。ＡＩやロボットの初期導入費及び保守費
の負担が大きいコスト構造。 食品産業分野においては、中小・零細企業が大宗を占めることによる労働
生産性の低さや労働力不足、生産性向上への対応は急務である一方、設備の初期導入費・保守費の
負担が課題。 

 技術課題：生産、流通、消費等の各段階や地域（自治体）、営農管理システム等の単位ごとに生じ
るデータの分断（意図的な囲い込みを含む）による、データ共有・連携の停滞とＡＩ開発におけるデー
タ収集やモデル開発の重複による非効率化。農業等における１年１作といった作期の制約等によるデー
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タそのものの少なさ。急傾斜地や不整地、畜舎内といった特殊環境下における走行・姿勢制御の難し
さ。通信圏外や非 GNSS（全球測位衛星システム）環境下等の通信不利地域におけるデータ取得の
難しさ及びそれに伴う自律走行・ロボット制御の不安定さ。 食品産業分野においては、高温・多湿等の
製造環境条件、POS以外の共有可能な販売データ不足、多様な飲食業の業態への最適化等が課
題。 

 制度課題： ＡＩ活用に伴う責任分界や安全確保の在り方といった領域横断的な課題が存在。ＡＩ
の活用とそのためのデータの共有・利活用を前提とした権利関係や責任分界等のデータガバナンスの枠組
み及び行政手続等の各種制度設計への対応。 

 人材課題：暗黙知を含む作物、畜種、土壌、山林、漁場ごとの地域特性等を理解した上で、これらの
データを活用して、生産性向上のためのＡＩや経営を最適化するＡＩを実装できる人材の不足。また、
食品産業分野においては、ＡＩを活用した製造プロセスやデータを活用したオペレーションを構築できる
人材の不足。農林漁業者・法人及び農林水産・食品産業関係団体とテクノロジー企業を繋ぎ、現場導
入を主導するブリッジ人材の不足。 

 

③ 課題解決の手段・アプローチ 

これらの課題を解決するため、大規模な法人経営体での活用とそれに向けた人材育成に加え、農林水産
関係団体や地方自治体等を核とした共同利用型サービスの展開と広域データ連携を一体的に進め、単独で
は対応が困難な領域を「共同化」するアプローチを進めるとともに、導入する機器・ソフトウェア等も含め、ＡＩ
活用のためのデータ収集・提供と、それに必要となる標準化等のルール整備を行い、異分野からの参入・連携
を促進。また、個人・事業者・地域が特定されないようにデータを加工し、ＡＩの判断とそれを踏まえた現場の
判断プロセスやこれらの結果を統合的に整理・学習するエコシステムを構築することで、ＡＩの活用と精度向
上を両輪で進める。 

また、現場作業の自動化・自律化に向け、ロコモーション、センシング、搬送機構、遠隔運用系等の標準化
により、現場ごとに一から開発・導入する方法にこだわらず、シミュレーションと実環境を組み合わせた継続的な
検証による開発や技術・事業フェーズに応じた段階的な導入を進める等、コスト構造の改善に努める。 

さらに、現場と企業を繋ぎ、ＡＩモデルの現場実装を促進するため、生産性・付加価値の向上や農山漁村
環境の維持に資するＡＩソリューションについて、農家・自治体等とのマッチング、現場実装を進める。 

 

④ 2030年に向けて取り組む主な施策 

労働力不足や気候変動等への対応に向け、農林水産領域の現場で分散するデータを束ね、生産性の向
上とリスク対応力を強化するため、以下のプロジェクトに官民の投資を集中させる。 

 農林水産・食品産業現場でのＡＩ開発・実装：(1)カメラ・衛星・気象情報等の各種データとＡＩを
活用して、鳥獣害、病害虫、赤潮等の発生と広がりの判断・予測等によるリスク低減、(2)栽培環境、
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農産物の生育状況等に係るデータとＡＩを活用した精密な環境制御による生産性や付加価値等の向
上、(3)規模拡大による広域かつ多数のほ場の生産管理や労務管理等のＡＩによる効率化と、これを
現場で活用できる人材の育成、(4)畜産におけるＡＩによる個体管理や家畜衛生対策（疾病の早期
検知等）、繁殖管理及び経営判断の効率化、(5)ＡＩを活用した林業機械の開発・実証や森林境
界明確化等の林業 DX、(6)適切な漁船の進入方向や船の速さ、投網のタイミング等を計算するＡＩ
による漁業の自動操業の実現、(7)ＡＩを活用した、飲食・食品製造現場での省力化等の生産性向
上、(8)生産、卸売、小売・飲食、物流のデータ連携や需給最適化プラットフォーム等の整備による、Ａ
Ｉを活用した広域需給予測と物流制約を織り込んだサプライチェーン最適化等、農林水産分野における
ＡＩ活用について、導入可能な業務から順次開発・実装を推進。 

 農山漁村におけるＡＩソリューションの導入拡大：農山漁村の活性化に向けた地域課題の解決を図
るため、生産性・付加価値の向上や農山漁村環境の維持等に資するＡＩを活用した企業のソリューショ
ンを提示し、農家・自治体等とマッチングした上で、行政や地域金融機関の協働等により、現場への導
入を拡大。 

 農薬等の農林水産業に必須資材の開発加速：農林水産現場で使用する農薬、動物用ワクチン、新
たな品種等の研究開発プロセスの短期化、開発コストの低減のため、企業等がＡＩ開発に活用可能な
データセット及びＡＩ基盤モデルの提供に向けた取組を推進。 

 データエコシステムの構築・開発基盤整備：農林水産現場のデータセット構築を進め、ＡＩ及びロボッ
ト等の研究開発に活用可能なデータセットとして提供するためのデータ集積・共有基盤によるデータエコシ
ステムを構築。自動化・自律化等を実現するためのシミュレーションと実環境を組み合わせた継続的な検
証や将来の気候変動等の予測を可能とするＡＩ開発の基盤整備を推進。 
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3.2.3. 建設領域 

① バーティカルＡＩを活用して目指す姿 

建設領域については、技能労働者の高齢化・若年入職者の減少による担い手不足、社会資本の老朽
化、自然災害の激甚化・頻発化への対応が急務である。これらの課題に対し、データ・ＡＩ・ロボティクスを組
み合わせたバーティカルＡＩの現場実装により、調査・設計・施工・維持管理等の業務プロセスにおいて生産
性の抜本的向上を実現する。この実現に向け、バーティカルＡＩによって現場の設計・施工データ等を体系的
に蓄積・整備し、得られたデータと知見を、建設機械等を自律的に動かすフィジカルＡＩへと活用することで、
建設施工の自動化・省人化を段階的に推進する。その際、単に現状の作業をＡＩ・ロボットで代替するという
発想にとどまらず、ＡＩが得意とする領域を最大限活かし、人の役割を再定義しながら、施工方法・設計思
想を含めた業務プロセス全体を変革し、人とＡＩ・ロボティクスが協働するフィジカルＡＩとの連動も視野に、少
ない担い手でも高品質な社会資本の整備・維持が持続可能な建設産業の姿を目指す。 

 

② バーティカルＡＩを活用していく際の課題 

建設領域の現場特有の課題（不確実性・一品生産によるデータ蓄積が困難・暗黙知依存）に加えて、
発注者側の生成ＡＩ活用の遅れと産学官データ連携基盤の未整備が、ＡＩを前提にした業務や組織の再
構築を制約している。 

 市場課題: 担い手不足・社会資本老朽化・災害頻発化により、限られた人員で広域対応が必要。 

 技術課題: 屋外・不整地・粉塵等の厳しい現場環境に対応する移動技術の確立、現場ごとに異なる
作業に対応するための作業操作技術の高度化が必要。また、多様な構造物でのＡＩモデル性能維
持、熟練技術・技能のデータ基盤の整備、行政保有データの構造化や運用ルール整備が課題。 

 制度課題:自動施工・ＡＩ点検の本格活用には、出来形・品質・点検・安全管理等の関係基準の整
備が必要。また、関係者間の責任分界、データセキュリティ・共有の制度的枠組みの整備も課題。 

 人材課題: 現場知識を踏まえＡＩ・ロボットを工程に組み込める実装人材（コーディネーター）、発注
者側のＡＩガバナンス人材、中小建設業者を支援する地域支援人材がいずれも不足。 

 

③ 課題解決の手段・アプローチ 

個別 PoC の積み重ねから複数ロボット・ＡＩが連携する横断的実装モデルへ転換し、発注者側のＡＩ活
用と産学官データ連携を一体的に推進することで、建設生産管理システム全体の生産性を最大化する。 

【アプローチ①：インフラ管理者のＡＩ徹底活用】 

直轄事務所等における監督・検査・発注事務・予算管理等のインフラ整備・管理に必要な現場データに基
づく知識基盤整備や RAG・エージェント型ＡＩ等を導入することで受発注者間でのＡＩ利活用を促進し、業
務プロセス改善、施策の高度化や業務効率化を図る。あわせて、ＡＩの出力を鵜呑みにせず、適切に評価し
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最終判断を担う職員の育成も行う。 

【アプローチ②：産学官協働のＡＩデータ連携の推進】 

国土交通データプラットフォームのMCP サーバー公開・改良、API拡充により対話型ＡＩからのデータアク
セスを可能とし、民間アプリ等の開発・研究・施策立案への利活用を促進する。産学官協働によるＡＩ学習・
評価用データの蓄積・標準化・公開を推進し、オープンイノベーション環境を構築する。 

【アプローチ③：フィジカルＡＩ等の現場実装】 

「データ取得→ＡＩ学習→現場実証→改善→更なるデータ取得」のサイクルを高速で回す環境を整備し、
フィジカルＡＩの精度向上と適用範囲の拡大を図ることで、汎用的な自動施工の社会実装を目指す。 

 

④ 2030年に向けて取り組む主な施策 

建設現場特有の課題等に対応し、熟練技術・技能の継承、施工の自動化、災害対応の迅速化、ＡＩ
環境整備、産学官データ連携及び業務プロセスの変革を一体的に進め、生産性向上を実現するため、以下
の取組を集中的に推進する。 

 共通基盤・標準化の整備と建設施工分野におけるバーティカルＡＩの実装：まず、建設機械等のデー
タに関する共通ルールの整備を進め、ＡＩによる学習・活用に適したデータ条件を定義することで、協調
領域として高品質なデータセットを構築する。次に、このデータセットをもとに、既存の自動施工技術基盤
（OPERA等）の拡張や新規整備を通じてレトロフィット技術・複数協調制御・学習環境を整備し、建
設機械等を自律的に動かすフィジカルＡＩへと活用することで、建設施工の自動化・省人化を段階的に
推進する。その過程で現場から新たな施工データが継続的に蓄積されることを活かし、ＡＩ開発・実証・
改善のサイクルを高速で回しながらバーティカルＡＩ・フィジカルＡＩの精度向上と適用範囲の拡大を図
る。 

 熟練技術・技能の形式知化と段階的な作業自動化： 熟練技術・技能者の判断根拠・作業手順をセ
ンサー等によりデータ化し、体系化する。ＡＩが手順や判断を支援する人機協調型運用から反復作業の
部分自動化へ段階的に展開するにあたっては、自動施工・ＡＩ点検の本格活用を見据えた出来形・品
質・安全管理等の基準整備を並行して進めるとともに、発注者・受注者間の業務プロセスをＡＩの活用
を前提としたものへと変革する。 

 直轄事務所等の現場でのＡＩ徹底活用による業務変革：直轄事務所等において RAG・エージェント
型ＡＩ導入・ＡＩ監督検査等を推進し、受発注者双方の生産性向上を図り、自治体や中小建設業
者を含めた横展開により、ＡＩ実装を推進する人材育成及び環境整備を行う。  

 産学官協働のＡＩデータ連携基盤の高度化：国土交通データプラットフォームでの MCP サーバー活
用・API拡充により対話型ＡＩからのデータアクセスを可能とし、ＡＩ学習・評価用データセットの標準仕
様策定・公開を推進するとともに、産学官によるＡＩ利活用の好循環を創出するため、評価・レビュー機
能を備えたマーケットプレイス等の要素についても検討を行い、民間ＡＩサービス開発を促進するオープン
イノベーション環境を構築する。  
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3.2.4. 教育領域 

① バーティカルＡＩを活用して目指す姿 

教育領域は、深い学びの実装、多様な児童生徒への対応等の教育課題への対応と、教師の働き方改革
の両立が重要となっている。一方、ＡＩを軸とした組織改革課題として、教職員も多忙な状況である中、教
育分野に特化したニーズやユースケースに対してリスクを踏まえた実証が実施しきれていない状態であるととも
に、ルール・活用基盤の整備が追いついていない。このため、①ガイドライン、②アプリケーション、③活用・実装
基盤の 3 つの観点から取り組み、先進事例の創出・横展開を大規模に進める。これにより、教職員とＡＩと
の適切な役割分担によって教職員が本来担うべき業務への時間配分や、個別最適・協働的な学びの一体
的な充実を実現する教育領域におけるバーティカルＡＩが実装される社会を目指す。 

 

② バーティカルＡＩを活用していく際の課題 

教育領域は、公共性が高く・収益性が他分野と比べて低いことに加えて、教職員も多忙な状況である中、
教育分野に特化したニーズやユースケースに対してリスクを踏まえた実証を行いきれていない状態であるととも
に、ルールや活用・実装基盤の整備が追いついていない。 

 市場課題：学校現場のＡＩ活用は途上。また、教職員も多忙である中、教育現場特有の要求（発
達段階や学習過程への適合等）が明確にならず、ＡＩサービスの改善サイクルが回りにくい状況。また、
教育分野特化ＡＩの精度向上に不可欠な現場知や教科書等のデータは公共性が高い一方、収集・
構造化・権利処理・更新には大きなコストがかかるため、民間事業者だけでは投資回収が難しい。 

 技術課題：教育利用においてはハルシネーションやバイアス、学習過程のショートカットによる学習効果の
低下など特有のリスクが存在。リスクを踏まえた利活用に際して、学校現場におけるクラウド環境の整備が
追いついておらず、またＡＩに活用できるデジタルデータが絶対的に不足している。教育的品質を底上げ
するための、教育領域における公共的で質の高いデータの整備が急務。 

 制度課題：校務や学習指導におけるＡＩ活用に当たっての留意事項や具体例等がガイドライン上十
分ではなく、また事業者側が順守すべき基準が明示されていない。加えて、教育行政の主体が自治体ご
とに分散しており、標準や共通仕様等の策定が進みにくく、自治体間の格差が拡大しやすい。  

 人材課題：教育委員会や学校管理職・教職員間でＡＩ活用能力やリテラシーに差が存在している。
また、学校現場は多忙であり、新技術を試行・改善する余力が乏しい。その結果、一部先進校や先進
自治体に依存した実装に留まりやすく、好事例の普及・横展開が進まない。 

 

③ 課題解決の手段・アプローチ 

教職員が本来担うべき業務に時間を配分し、教師の専門性を代替するのではなく「補完・拡張」できる構
造を目指し、校務領域では学校運営や外部対応等をＡＩが支援し事務負担を軽減するとともに、指導に関
わる領域では深い学びの実装や多様性の包摂に資するＡＩ実装を目指す。また、児童生徒の利活用に当た
っては、資質能力の育成に向け発達の段階や学習過程に与える影響等のリスクを踏まえた実装を検討する。 
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教職員の働き方改革や個別最適・協働的な学びの実現に向けて、①「初等中等教育段階における生成
ＡＩの利活用に関するガイドライン」を速やかに改訂し、研修等を通じた周知を行うとともに、ＡＩＳＩに設置
される教育WG において児童生徒のユースケースを含め評価基準等の検討を進める。また、②教育分野に特
化した各領域のアプリケーション実装に係る実証事業等を拡充するとともに、③ＡＩの実装に不可欠なセキュ
リティ等のインフラ整備や公共性の高いデータの整備を行う。これらの実証事業の成果等をガイドラインに反映
し、学校現場における適切な利活用を促進することで GIGA スクール構想の推進や次世代校務 DX環境の
整備を進める。 

 

④ 2030年に向けて取り組む主な施策 
 ガイドラインの改訂：教職員の働き方改革・児童生徒の個別最適・協働的な学びの実現に向けて学

校現場における利活用のガイドラインについて、学習指導要領の改訂を待たずに 2026年度中に改定
し、その後も技術の進展等に応じて対応する。 

 教職員向けの研修実施：ガイドラインを周知しつつ、ＡＩ の仕組みや特徴等のＡＩに関する理解を深
め、学校現場において適切な利活用を推進するための研修を全国的に実施する。まずは、2026年度
中に 3,000人規模の研修を実施する。 

 教育分野特化の実証研究事業 
 校務におけるＡＩ活用を通じた働き方改革の推進：業務プロセスの抜本的な見直しと再構築

（BPR）を通じて ＡＩ 導入の効果が大きい校務を特定し、ＡＩ を活用する業務プロセスを構
築・実現に向け、校務支援システム等既存システムへのＡＩの搭載のための実証。 

 ＡＩ活用を通じた多様な個性や特性、背景を有する児童生徒への対応：外国人児童生徒等
への対応（多言語対応等）や、特定分野に特異な才能のある児童生徒、不登校、障害のある
児童生徒等、個別の支援が必要な児童生徒への個別計画の策定支援等。 

 深い学びの実現に向けたＡＩ技術の活用：個に応じた学びを実現する最適なコンテンツの提供、
柔軟な教育課程の編成や時間割作成、協働的な学びに資するファシリテーションやグループワーク
支援等の役割を担うもの、個々の状況や課題に応じたアセスメントやフィードバック等へのＡＩ活
用、児童生徒のメタ認知的怠惰を防ぐための技術的な工夫に関する実証。 

 新たな技術の検証：小規模なモデルやエッジ ＡＩ、学校現場におけるフィジカルＡＩ等の活用に
よる、精度向上・セキュリティ確保・安定的な運用・新たな課題解決に資する可能性の実証。 

 ＡＩ活用による英語教育の強化：英語教育においてＡＩを効果的に活用するため学習指導要領を
改訂するとともに、効果的なＡＩ活用に関する好事例を創出。 

 教育分野における質の高いデータの整備：教育分野における実装に必要な学習指導要領や参考資
料・教科書・文部科学省 CBT システム（MEXCBT）搭載問題等の質の高い構造化データの整備に
向けた事業を実施。 

 主体的かつ安全にＡＩを活用できるクラウドベースのインフラ整備：学校現場においてＡＩを安全に
活用できるよう、必要なセキュリティ確保等のための支援を実施。 
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3.2.5. 行政領域 

① バーティカルＡＩを活用して目指す姿 

行政領域においては、地方を中心に、公務の担い手不足が顕在化する中、公共サービスを今後も維持し、
質の高い行政サービスを提供していくには、旧態依然としたアナログ前提の業務プロセスを、ＡＩネイティブに変
革することが必要。具体的には、ＡＩツールの導入にとどまらず、既存業務の進め方・組織文化・人材育成・
データ基盤のすべてを一体的に変革するとともに、これに必要なＡＩガバナンスの確立が求められる。将来的に
は、エージェント型ＡＩ（Agentic AI）を念頭に、「職員がＡＩの補助を受けながら働く」状態から、「ＡＩが
ルーティン・定型業務や情報収集・処理業務を自律的に処理し、職員は判断や意思決定、創造、対人対応
に集中する状態」を目指す。特に、行政領域での安全・安心なＡＩ利用のために必要なセキュリティの確保と
ともに、特定事業者への過度な依存を回避しつつ、国産基盤モデルの積極活用や内製開発等を通じて、クラ
ウド、データ、基盤モデル、ＡＩエージェント・オーケストレーション、アプリケーションといった各レイヤーにおいて、
行政能力の自律性・代替性・耐遮断性を確保し、国内事業者の競争力強化にも貢献する。 

 

② バーティカルＡＩを活用していく際の課題 

海外企業の寡占により、依存リスクが高まる中、ＡＩに関する我が国の自律性の確保が急務。技術面では、
行政でのＡＩ利活用の促進に資するため、行政データの機械可読性の確保・行政共通データ基盤の整備が
求められる。制度的枠組みの形成には、責任あるアジャイル・ガバナンスの構築が不可欠であることに加え、人
材面では、行政ドメイン知識を持ち、ＡＩアプリケーション（スキル）を自ら開発・改良できる人材育成が急務。 

 市場課題：クラウドや基盤モデルなど各レイヤーでは海外企業による寡占が進み、依存リスクが高まって
いる。ＡＩに関する我が国の自律性・代替性・耐遮断性と、これを実現するための国内事業者の競争力
確保が急務。 

 技術課題：バーティカルＡＩの競争力は、領域固有のデータ・現場知識・業務フローの収集・構造化・
統合に大きく依存。行政現場ではレガシーシステムに閉じたデータが大量残存し、機械可読性の確保が
急務。加えて、行政共通データ基盤の整備・行政横断的データ連携によるデータの量・質の確保も不可
欠。 

 制度課題：現行の法体系は、人間による判断・責任負担を前提に設計。今後、制度的枠組みを形成
するに際しては、責任あるアジャイル・ガバナンスが必要。加えて、エージェント型ＡＩ利用における人間の
関与（Human in the Loop）のあり方など、具体化が必要。 

 人材課題：ＡＩツールの習得にとどまらず、ＡＩのアウトプットを批判的に検証し意思決定できるリテラシ
ーの向上が急務。同時に、定型業務をＡＩに委ね人間が企画立案・複雑判断・対人対応・制度設計
に注力できる組織への抜本的再設計が必要。将来的には、行政ドメイン知識を持つ現場職員が、自ら
エージェント型ＡＩを駆使してアプリケーションを企画・開発・改良できるような人材育成が求められる。 

 

③ 課題解決の手段・アプローチ 
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これらの課題を解決するため、国内ＡＩ産業への重点投資と官民ＡＩエコシステムの形成を通じて民間参
入を促し、特定事業者への過度な依存の低減を図る。公共ＡＩ市場の活性化と民間投資喚起には、「源
内」の OSS（オープンソースソフトウェア）化を軸に、官民協働でＡＩエコシステムを形成。ＡＩに関する自律
性・代替性・耐遮断性を念頭に、基盤モデルについて、特定の事業者に依存しない複数の選択肢を確保する
とともに、行政分野で利用するＡＩには日本語・文化・価値観に適合した国産基盤モデルを積極的に活用す
ることで、国内ＡＩ開発を支援し、民間ＡＩ投資を促進。ＡＩに関する我が国の自律性を確保し、国内事
業者の競争力確保につなげる。行政機関でのＡＩ利活用促進に資するため、行政データの機械可読性を確
保するとともに、設計・実装段階からリスクを組み込むセキュリティ・バイ・デザインの考え方を行政ＡＩの標準と
して浸透させる。ＡＩリテラシーの向上やＡＩ実装人材の確保のみならず、固有の行政ドメイン知識の活用に
資するため、職員一人ひとりがＡＩを最大限活用できる環境を構築。具体的には、①バイブコーディングによる
ＡＩアプリケーション作成、②エージェント型ＡＩ環境の導入と利用、③「暗黙知」の形式知化や集合知化
（行政事務に関するドメイン知識やワークフローを理解する現場職員が、自らエージェント型ＡＩ利用環境を
駆使してＡＩアプリケーションを企画・開発・維持・改良を行える環境の構築と、当該アプリケーションの共有）
を進める。併せて、貴重なＡＩ実装人材を国が活用し、ＡＩによる自治体業務の構造変革の方針について
も示していく必要がある。 

 

④ 2030年に向けて取り組む主な施策 
 ガバメントＡＩを通じたＡＩ利活用の加速的推進と官民ＡＩエコシステムの形成：内製開発した生

成ＡＩ利用環境「源内」について、2026 年度は全府省庁対象の実証事業を着実に推進。行政業務
でのＡＩ利活用による費用対効果、他の商用 LLM との性能上の比較、国産基盤モデルの積極活用を
通じた我が国の自律性確保への貢献等を検証した上で、2027 年度以降の本格利用開始を検討。基
盤モデルのみならず、クラウドについても国内事業者の積極利用の検討を進め、国内事業者の競争力強
化につなげるとともに、官民ＡＩエコシステムを形成し、国内ＡＩ市場の活性化や民間ＡＩ投資を喚起。
政府職員において、専門的知識がなくともＡＩアプリケーションを作成し、ＡＩエージェントによる自動実
行や共有が可能となる環境を2026年度中に源内上に整備するとともに、利用に関する管理ルールを策
定するなど、ＡＩの技術革新等を踏まえたアジャイル・ガバナンスを推進。  

 行政データの機械可読性確保：「行政データにおける機械可読性に関するルール」を踏まえ、各府省等
における運用状況のフォローアップを行うとともに、技術動向や取組状況を踏まえた当該基準の周知・徹
底や継続的な改定等を行い、ＡＩを活用した業務の高度化・省人化、EBPM の推進等に資するデータ
基盤の整備を進める。また、各領域分野におけるＡＩ・データ利活用とデータマネジメントの取組を支援
する。  

 ＡＩを活用したフロントヤード・バックヤード改革：自治体ＤＸ/ＡＸの推進として、地方自治体の窓
口を起点とした一連の業務に関して、地方自治体と住民との接点の多様化・充実化を図るフロントヤー
ド改革による住民の利便性向上と、標準化された基幹業務システムとのデータ連携の強化等によるバック
ヤード改革による業務効率化において、ＡＩの活用等によるオンライン完結の仕組みの導入や業務の自
動化を実証等を通じて推進する。  
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3.2.6. エネルギー領域 

① バーティカルＡＩを活用して目指す姿 
エネルギー領域については、今後、データセンターや半導体等により電力需要の増加が見込まれる中、送配

電網の整備・運用の効率化ニーズが高まることが想定される。また、出力が変動する再生可能エネルギーが増
加する中で、リアルタイムでの出力をより正確に予測し、蓄電池やディマンドリスポンス（ＤＲ）と適切に組み
合わせることや、ＡＩ技術等による操業の最適化等に取り組むことで、化石燃料の使用を減らし、効率的なエ
ネルギー需給管理が可能となる。我が国の化石燃料の輸入総額は年間２０兆円を超えており、送配電網の
運用関係費用も数兆円規模であることから、バーティカルＡＩを活用することによって、燃料利用の効率化が
図られたり、送配電網の整備・運用が効率化されたりすれば、たとえわずかな率の効率化であっても、その総額
は相対的に大きなものとなることから、バーティカルＡＩの活用が、自立的なビジネスモデルとして実現できるポ
テンシャルがある。こうした特性を踏まえつつ、エネルギー需給管理の高度化・効率化、送配電網の整備・運用
の効率化、保安管理業務の高度化・効率化等の実現を目指す。現場データ連携等のために不可欠なデータ
精製技術開発やデータセットの構築、さらにデータを活用したＡＩモデル開発等を進めることで、より多くのユー
スケースを生み出し、また取組の横展開を進めていくことで、エネルギー領域におけるより多くの事業者における
バーティカルＡＩの活用を促していく。 
 

② バーティカルＡＩを活用していく際の課題 
エネルギー領域のバーティカルＡＩの活用の取組として、例えば発電・送配電分野では、ＡＩを活用した火

力発電の燃料投入量の調整や、ドローンで撮影した送電線画像による異常検知を行っている事例、ＡＩを
電力の需給予測の精度向上に活用している事例等がある。また、都市ガス分野では、ＡＩで施工に必要な
部材や個数を自動判別する事例や、ＡＩでガス導管の劣化予測を行い、更新すべきガス導管の特定に活用
している事例がある。ガソリンスタンドにおいては、従業員が行っている給油許可について、ＡＩの画像認識技
術を活用し、従業員の負担を軽減する取組が進められている。 

こうした取組が見られる一方で、更なる社会実装を阻む壁として以下のような課題が挙げられている。 

 市場課題：ＡＩの導入効果や安全性の検証が重要であるが、ユースケースがまだ少ないことから、投資
判断が難しい。 

 技術課題：エネルギー領域の現場データ・ノウハウについて、ＡＩ学習・利用、データ連携が可能なデー
タセットが構築されていない。 

 制度課題：送配電網の整備・運用に関連する送配電部門は規制分野であり、ＡＩを組み込んだ新た
な運用・システムの柔軟な導入に向けて、託送料金制度上、どのように評価するか、整理が必要。 

 人材課題：エネルギー領域の現場とＡＩの双方を理解して、バーティカルＡＩの活用を推進できる実装
人材の不足。  

 

③ 課題解決の手段・アプローチ 

これらの課題を解決するためには、より多くのユースケースを創出するための取組に加えて、ユースケースの横
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展開を進めることで、エネルギー領域におけるより多くの事業者において、バーティカルＡＩ活用の取組を促して
いくアプローチが重要である。ユースケースの創出にあたっては、データセットの構築からＡＩ開発までを一貫して
推進していく。また、ユースケースの横展開にあたっては、エネルギー領域における各業界内での先進事例の共
有を促すとともに、事例集やガイダンス等を通じたＡＩの導入効果等の理解増進を図る。こうした取組によっ
て、エネルギー領域におけるより多くの事業者におけるバーティカルＡＩの活用を促していく。  

 

④ 2030年に向けて取り組む主な施策 
 発電・送配電分野におけるＡＩ活用の促進：災害対応や設備巡視・点検、系統運用等の協調領域

におけるＡＩ活用について業界内連携を促すとともに、送配電事業におけるＡＩ活用に必要となるシス
テム投資については、レベニューキャップ制度の第２規制期間（2028～2032）に向けた検討を踏ま
え、託送料金に係る収入の見通しに適切に算入する。 

 都市ガス分野におけるＡＩ活用の促進：施工に必要な部材の判別、設備巡回、ガス導管の劣化予
測等におけるＡＩ活用について業界内連携を促すとともに、ガス導管事業におけるＡＩ活用に必要とな
るシステム投資については、託送料金の原価に適切に算入する。 

 ＡＩによる操業の最適化等を通じたエネルギー利用の合理化促進：デジタル・ＡＩ技術によるエネル
ギーの見える化やデータ分析、制御自動化等を通じた生産性向上・エネルギー使用の合理化を進めるた
め、事例集を含むガイドラインの発信を行いつつ、省エネ・非化石転換補助金によるデジタル・ＡＩ技術
の導入支援を通じた活用事例の拡大等を進める。 

 需要側リソースにおけるＡＩ活用の促進：家庭用蓄電池等のエネルギー消費機器の DR対応化
（DRready化）を進めつつ、DR の高度化・効率化を実現するためのＡＩ活用を推進する。 

 スマート保安の推進：2040年に保安人材が５万人不足するとの見通しもある中、ＡＩによる保安管
理業務の高度化・効率化を進めるため、認定高度保安実施者制度も活用しながらバーティカルＡＩ活
用の取組を促す。  

 エネルギー領域の現場データ連携等のために不可欠なデータ精製手法の確立・標準化及びデータセ
ット構築：エネルギー領域の現場データをＡＩ学習等に活用できるようにするため、データを意味付け・
関係づけし、ＡＩが理解しやすい高品質データとして管理していくＡＩ学習・利用、データ連携等のため
に不可欠なデータ精製手法を確立・標準化。その手法を用いて、データセット構築を面的に加速し、Ａ
Ｉ開発を推進。  

 エネルギー領域向け領域特化モデルの開発：エネルギー領域に特化した、高度な専門知識を備えたモ
デル開発や社会実装に向けた現場ユーザーとの実証等を支援。  

 フィジカルＡＩ・ＡＩロボティクスを見据えたマルチモーダル基盤モデル開発：フィジカルＡＩの実現に
不可欠な、音声・画像・動画・センサーデータなど多様なデータを扱うことが可能なマルチモーダル基盤モデ
ルを開発。 当該モデルを、ＡＩロボティクスや工場・プラントの自律制御ＡＩの開発等に活用し、エネル
ギー領域を始めとする様々な産業領域における競争力強化に貢献する。  
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3.3. 戦略性のある領域別戦略 

3.3.1. 防衛領域  

① バーティカルＡＩを活用して目指す姿 

防衛領域については、現在ＡＩを活用した高度なデータ処理・分析を背景とした戦い方が顕在化。今やＡ
Ｉは戦闘の帰趨を左右する重要な要素となっており、ＡＩの利活用による意思決定の迅速化を図る必要が
ある。また、我が国の人口減少・少子高齢化が進展し、自衛隊員の確保がますます厳しくなっていることを踏ま
え、隊員の負担軽減、省人化・省力化を図る必要がある。このため、指揮統制、情報の収集・分析、サイバー
セキュリティ、事務処理業務等の各業務プロセスがＡＩにより統合・高度化され、迅速かつ的確な意思決定
が実行できる状態を実現することを目指す。 

 

② バーティカルＡＩを活用していく際の課題 

防衛領域でのバーティカルＡＩ活用の実現を阻む壁は、限定的な参画構造、技術成熟度不足、基盤不
備、人材不足が複合的に作用することによる。 

 市場課題：防衛産業への新規参入を目指す企業にとって、自衛隊等とのマッチングの機会の不足といっ
た参入障壁がある。 

 技術課題：多種多様な非構造化データを体系的に整理し、相互関係を踏まえてＡＩを活用できる形
にすることが必要であるが、それらを実現する技術成熟度が未達。  

 制度課題：機微情報を含むマルチドメインのデータを有機的に連携、共有し、ＡＩを利活用するための
データ管理に関する制度整備が不十分。  

 人材課題：ＡＩの利活用推進及び維持管理に必要なＡＩリテラシー・知見を持った隊員が不足。  

 

③ 課題解決の手段・アプローチ 

これらの課題を解決するため、防衛省ＡＩ活用推進基本方針及び防衛省次世代情報通信戦略を踏ま
え、ＡＩ及びデータを中核とした統合的な整備を進める。具体的には、データ・ＡＩ・システムを一体的に整
備・運用するアプローチへ転換する。これにより、マルチドメインにまたがるデータの有機的連携とＡＩの横断的
活用を可能とし、防衛領域における意思決定の迅速化及び業務の高度化を実現する。課題解決の具体的
な手段として、ＡＩ及びデータの利活用を基軸とした整備を推進する必要がある。このため、最初のステップと
してデータ管理に関する基準を確立し、データ統合・共有を促進するデータ基盤の整備を進める。そのデータ基
盤の上で運用される各種サービスの導入においてはアジャイル開発や継続的アップデートを前提とした柔軟な
研究開発を促進し、迅速な技術導入と運用改善を図る。こうした取組を通じて、指揮統制、サイバーセキュリ
ティ、事務処理業務等の様々な分野でＡＩを軸とした業務プロセス刷新を実現する。さらに、スタートアップを
含む多様な主体の参画を促進する官民連携の強化を継続する。また、組織としてＡＩの利用を促進するた
め、ＡＩリテラシーの向上、ＡＩ人材育成を推進し、データは戦略アセットであるとの意識を涵養する。 
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④ 2030年に向けて取り組む主な施策 

中長期的にＡＩを利活用するための基盤整備を進めつつ、防衛力の強化の観点から各種システムにＡＩ
実装を推進し、意思決定の迅速化及び業務の高度化を実現させるため、今後の戦略三文書の改定も踏ま
えつつ、各種のプロジェクトを実施する。 具体的には、防衛力強化に直結する取組として、指揮統制等におけ
るＡＩ意思決定支援及びＡＩを活用したサイバー対処能力の強化を推進する。あわせて、これらの取組を支
えるため、ハイブリッド・クラウドを整備し、ＡＩの利活用に必要なデータ基盤を強化する。さらに、ＡＩの利活
用を前提とした業務プロセス刷新を進め、防衛省・自衛隊全体の業務の高度化及び効率化を図る。加えて、
こうした取組を継続的に発展させるため、スタートアップ等を含む多様な主体の参画を促進する。 

 指揮統制等におけるＡＩ意思決定支援：防衛力の強化のため、ＡＩの活用により各種情報を収集、
分析、統合し、状況把握を高度化することで意思決定の迅速化を図る。多様なＡＩを統合的に活用
し、状況に応じた判断を支える基盤を構築。特に指揮統制など防衛に特化した分野においてＡＩ利活
用を強く推進。 

 ＡＩを活用したサイバー対処能力の強化：ＡＩを活用し、平素の情報収集からサイバー攻撃のトリア
ージ、レスポンス・アクションの決定に至るまで、一連のサイバー作戦の意思決定プロセスを統合的かつ迅
速・正確に支援。 

 ハイブリッド・クラウドの整備：これまで整備してきたオンプレミス型の基盤を見直し、ＡＩの利活用のた
めに、増大が予想されるデータ量に対応しつつ、柔軟な計算資源を確保可能なクラウドも活用し、データ
基盤を強化。 

 ＡＩを軸とした業務プロセス刷新：ＡＩの利活用を前提に各種業務プロセスを見直し、それに基づく体
制を構築。継続的にＡＩ人材育成を推進し、業務処理時間の短縮、人的負担の軽減を実現。 

 多様な主体の参画促進：スタートアップ等の優れた技術の迅速な取り込みに向けたマッチング機会の創
出や新規参入の伴走支援等を強化。 

上記の取組にあたっては、民間部門で進展する技術を積極的に取り入れるとともに、防衛力強化のために
開発した技術を民間部門に波及させることで、官民連携を図る。 

 

  



35 

 

3.3.2. 警察領域  

① バーティカルＡＩを活用して目指す姿 

匿名・流動型犯罪グループ（トクリュウ）による犯罪、サイバー攻撃や CBRNE テロ等への生成ＡＩの悪
用、SNS等に氾濫する違法・有害情報、対日有害活動の巧妙化、ローン・オフェンダー（LO）の顕在化
等、我が国の治安課題は専門化・高度化・広域化・国際化している。他方、少子高齢化・人口減少が進行
する中、「治安」の確保を担う警察も、こうした社会構造の変化と無縁ではいられない状況にあり、「警察活動
へのＡＩの積極的な導入・活用」により、将来にわたって国民の安全・安心を確保することができる警察組織
を作り上げるとともに、海外にも技術展開することで、戦略的自律性・不可欠性等の確保も目指す。具体的
には、警察が保有する膨大な情報やサイバー空間に広がる多種多様な情報の分析等にＡＩを活用すること
により、捜査や犯罪抑止活動を高度化・効率化するほか、大規模災害やテロの現場における活動を支援する
ためのＡＩロボットを開発・導入する。これにより、国民の生命・身体・財産の保護に直結する活動に警察官
を重点的に配備するなど、国内最大級のマンパワーを余すところなく発揮すべく、大胆なパワーシフトを実現す
る。 

 

② バーティカルＡＩを活用していく際の課題 

警察領域でのバーティカルＡＩ活用の実現を阻む壁は、技術や基盤、人材が不足していることによる。 

 技術・制度課題：高度な分析・判断や危険な対応が求められるものも含め警察活動は多岐にわたって
いるところ、こうした警察の多様なニーズを充足するＡＩ基盤等の開発・整備が必要。また、機微な情報
を取り扱う警察においては、クローズドな利用環境も含め、国家主権と安全保障の観点から厳格なセキュ
リティを確保するほか、高い精度の実現に必要な学習環境を整備する必要。さらに、こうしたＡＩ基盤を
構築するためには、関係法令の遵守を前提とした組織横断的な情報・データ利活用等の推進が肝。 

 人材課題：警察領域でのＡＩを軸とした組織改革は喫緊の課題であり、警察組織全体でのＡＩスキ
ル・リテラシーの底上げのほか、ＡＩの調達や評価等を行う高度ＡＩ人材の確保・育成が急務。 

 

③ 課題解決の手段・アプローチ 

まずは様々な事務処理における汎用ＡＩの活用を推進した上で、相談業務におけるリスク評価を含む相
談内容の分析や、ログの解析、各種事件の被害者や行方不明者等の捜索、指掌紋の識別や足跡資料の
分類、許認可等の行政事務における大量の資料の分析等について、組織横断的な情報・データの連携・統
合を推進するとともに、RAGやエージェント型ＡＩの活用による業務の効率化・合理化を図る。また、ＡＩ活
用を前提として業務プロセスを刷新することにより、業務効率化の最大効果を創出する。さらに、トクリュウ対策
の強化、違法・有害情報対策と LO対策の強化、サイバー対処能力の強化、大規模災害やテロへの対処能
力の強化等、特に対応の高度化が必要なものについては、高い性能を確保するためにも、独自ＡＩの開発に
取り組む。その際、各種法令や指針を遵守するとともに、機微な情報を取り扱うＡＩについては、クローズド利
用環境における整備を前提として、厳格なセキュリティを確保する。また、必要に応じてクラウドサービスも活用
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しつつ、高い精度の実現のための学習環境も整備する。加えて、他省庁や外国治安機関等との連携や共同
オペレーションが見込まれるものを中心に、サプライチェーンを含めた大規模展開も見据えつつ、高度ＡＩの開
発を推進する。これらの取組と並行して、技術系人材の採用活動を強化するとともに、民間や他省庁の資格・
研修や外部専門家の知見、官民人事交流も活用しつつ、ＡＩ利活用に係る基本的なスキルやリテラシーの
醸成、ＡＩプロジェクト管理を担う高度人材の確保・育成を図るなど、人材基盤の拡充・増強を推進する。 

 

④ 2030年に向けて取り組む主な施策 

「世界一安全な日本」と国民に対するより質の高い警察行政を実現するため、以下の施策には、省庁横断
的な研究開発支援の枠組みも必要に応じて活用しつつ、官民投資を集中させる。まずは、既存の基盤モデル
を活用しつつ、警察の多様なニーズに応えられるアプリの開発や組織横断的なデータ利活用も可能とするデー
タ基盤の整備を推進する。その上で、必要な学習環境を整備・活用して高度なＡＩモデルを開発するととも
に、必要な計算資源を確保する。加えて、国内や海外への積極的な展開を通じて、戦略的自律性・不可欠
性の確保に努める。また、研究開発人材や現場も熟知した実装人材、高度サイバー人材を始めとする運用
人材も含め、ＡＩ人材基盤の強化にも取り組む。 

 トクリュウ対策の強化：①特殊詐欺対策アプリについて、ＡＩを活用したリアルタイムでの通話内容の分
析等により、自動で詐欺電話を検知・警告・遮断等する機能の新規実装を支援するなど、特殊詐欺対
策を強化。②トクリュウに関する膨大な捜査情報について、ＡＩを活用して中核メンバーを含む関連人
物等の相関図を自動作成するなどの機能を有する分析システムを整備・高度化。③ＡＩを活用した犯
罪関連情報等の自動峻別、不要情報の削除等による解析・分析の更なる高度化。 

 違法・有害情報対策と LO対策の強化：サイバー空間における大量のオシント情報から違法・有害情
報や LO関連投稿等をＡＩを活用して抽出し、危険度評価等を実施。 

 110番通報・相談対応の高度化：110番通報や DV・ストーカー関連を含む警察に対する相談につ
いて、ＡＩを活用して文字起こし・要約、緊急性評価を含む通報・相談内容の分析等を実施。 

 サイバー対処能力の強化：ＡＩを活用した資機材や人材育成基盤の導入等によりサイバー対処能力
を向上・高度化。 

 大規模災害やテロへの対処能力の強化：災害現場における要救助者の探索や救出・救助活動、
CBRNE テロ現場における情報収集等を支援するＡＩロボットを開発・導入。その際、現場の状況把握
等のためのバーティカルＡＩを活用しつつ、将来的なフィジカルＡＩの開発・活用につなげる。 

 その他の警察業務の高度化・効率化：被害者や行方不明者等の捜索、雑踏警備、犯罪鑑識、交通
取締り、許認可業務、対日有害活動に係る分析、サイバー犯罪捜査でのログ解析、留置管理、擬律
判断や指揮命令等、様々な警察活動をバーティカルＡＩ等を活用して高度化・効率化。 

 警察ＡＩ基盤の整備：上記施策に係るＡＩ基盤について、基本的にはクローズド利用環境において
整備。また、必要に応じてクラウドサービスも利用しつつ、高度ＡＩ開発のための学習環境も整備。その
際、既存システムの有効活用による最適化や関係法令の遵守を前提とした組織横断的なデータ利活用
の推進を図るとともに、厳格なセキュリティを確保。研究開発人材や実装人材の育成も推進。  
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3.3.3. 防災領域 

① バーティカルＡＩを活用して目指す姿 

我が国の災害対策は、高度な制度・現場対応力を有する一方で、災害対応に必要なデータが政府機
関、自治体、民間企業ごとに各システムで個別に管理されている。災害発生時に災害対応機関において被
害の全体像を早期に把握し統一的な災害対応に資するシステム整備が国主導で進められており一定の進展
がみられるものの、復旧・復興期に至る各段階で活用可能な情報集約を含め検討を継続する必要がある。 
 近年の災害の激甚化・複雑化により、 

 災害対応に必要なデータについては、政府機関、自治体、民間企業から集約する仕組みを進めてき
ているところであるが、それらデータ利活用が十分できていない 

 災害初動の意思決定が経験豊富な職員に依存しており、判断のばらつきや初動対応に遅延が生じ
ている 

 住民への情報提供が一律的であるため、個人の属性や状況に応じた適切な避難行動に結びついてい
ない 

等の課題が指摘されており、従来の方法や人の経験・マンパワーに依存した対応のみでは、災害発生時に充
分な災害対応を発揮できないおそれがある。 

こうした課題に対し、ＡＩの活用を図ることにより以下のような観点において課題解決が促進され、さらなる
防災力強化につながるものである。 

 被害の全体像をリアルタイムで把握できるようにする 
 過去の災害事例と現在の状況をもとに、より適切で迅速な対応案を提示する 
 住民が状況に応じて、最適な避難行動を判断できるよう必要な情報を伝える 

 

② バーティカルＡＩを活用していく際の課題 

防災領域のバーティカルＡＩの社会実装を阻む壁は、技術だけでなく、制度・組織面を含めた課題が存在
する。  

 市場課題：災害時の実データが不足、データ形式や品質にバラつき 
 技術課題：データ連携基盤が未整備、ＡＩによる判断結果についてのエビデンスの提示が不十分（信

頼性をどう確保するのか）、災害種別に応じたモデルが未成熟 など 
 制度課題：個人情報保護とのバランス、データ共有の責任分担が不明確、ＡＩ活用の責任主体の整

理が必要 など 
 人材課題：ＡＩと防災を両立できる人材不足、自治体におけるデジタル人材不足 

 

③ 課題解決の手段・アプローチ 

これらの課題を解決するため、以下の 5 つの方向性に基づき政策を推進する。 
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(ア) データプラットフォームの構築：官民の所有するデータをリアルタイムかつ安全に連携する基盤の整備 
(イ) ＡＩ活用の体系化：住民向けサービスの各分野でＡＩを体系的に導入 
(ウ) ガバナンスの確立：データ共有・ＡＩ活用に関するルールと責任分担の明確化 
(エ) 業務改革の推進：ＡＩ活用を前提とした防災業務方法の見直しやＡＩツールの導入 
(オ) 人材育成の強化：ＡＩを使いこなせる専門人材の育成と現場職員のスキルの底上げ  

 

 災害対策基本法や災害救助法の運用において、ＡＩによる優先順位付けやマッチングの標準仕様を明
確化 

 防災分野における個人情報の取扱いに関する指針を改定し、平時からの匿名加工・データ連携や有事
の円滑な機械処理ルールを確立 

 国主導で防災データ連携用の標準 API を策定し、自治体ごとのばらばらな個別開発に頼らず全国レベ
ルでのデータ連携訓練を制度化 

 他分野で活用されているＡＩ技術の防災分野への導入や関係省庁が連携したＡＩ技術の開発や実
装について支援を展開 

 

④ 2030年に向けて取り組む施策 

災害発生時の被害状況の把握や将来予測、災害対応における初動から復旧復興までの判断支援や、適
時適切な住民への情報提供等のためのシステム基盤の整備やデータ蓄積を通じ、災害対応のＡＩを活用し
たデータ駆動型への移行を目指し、以下のプロジェクトに官民の投資を集中させる。 

 被災者支援ＡＩ基盤：パーソナルデータや防災データ等をＡＩが安全に活用し、被災者一人ひとりに
寄り添った支援サービスを実現。  

 災害対応方針判断支援ＡＩ基盤：自治体等の防災計画や被害想定、物流・交通情報等の平時におけ
る情報及び、災害発生時の被害や対応状況等、現場を含むデータ集約・共有機能を強化し、今後の災害
時の対応データの蓄積を重ねることで、被害や対応状況に関するマルチモーダルデータの整理や、応急対応・
復旧対策等の提案・対応方針決定・遂行支援へのＡＩ活用の検討を進める。 
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3.3.4. 消防領域 

① バーティカルＡＩを活用して目指す姿 

消防領域については、南海トラフ巨大地震や首都直下地震等の大規模地震を想定した災害対応力の強
化、風水害等を始めとする災害の激甚化・頻発化、社会経済活動など消防を取り巻く環境への対応を図って
いくため、消防庁がとりまとめた「消防技術戦略ビジョン」に基づき、バーティカルＡＩを含めた新技術の研究開
発・実用化や現場導入を推進していく必要がある。従来、消防職員が主に自らの知識・経験に基づき対応し
ていた指令業務、救急業務、予防業務、災害対応等において、災害現場等の状況をＡＩが即時に分析
し、迅速・的確な判断を支援することで、被害の最小化と活動の効率化を行うことが、消防領域で目指す姿
である。 

 

② バーティカルＡＩを活用していく際の課題 

消防ＡＸの社会実装を進めるにあたっては、ＡＩの学習に必要な知識や経験知等の収集が必要であると
ともに、要救助者や隊員の安全に直接関わる技術であることを踏まえるなど、導入にあたっての十分な検討と
適切な対応が求められる。  

 市場課題：南海トラフ巨大地震等の大規模災害や都市部での複雑な火災・風水害の発生により、消
防現場では膨大な災害情報を即時に整理・分析し、迅速かつ的確な判断を下す能力が求められる。ま
た、今後予想される救急需要の増加や、少子高齢化に伴う消防職員の減少を踏まえると、限られた人
員の中で、どの職員でも熟練者のように適切に情報を分析し、迅速かつ的確な判断を下す能力が求めら
れる。 

（参考）救急出動件数・救急搬送人員の推移とその将来推移（2000年～2030年）（令和７年版消防白書より抜粋） 
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（参考）総人口と生産年齢人口の減少（第１回消防技術戦略会議資料より抜粋） 

 

 技術課題：消防分野におけるＡＩの学習に必要な知識や経験知等の収集が必要と考えられる。また、
各消防機関間のデータ連携等を可能とする仕組みを想定する必要がある。 

 制度課題：消防法令の現行制度は必ずしも新技術を想定していないことから、新技術の導入にあた 
り、現行の基準が十分に整備されていない場合が考えられる。また、サイバーセキュリティに関する対応策
を検討する必要がある。 

 人材課題： 技術の操作方法、安全管理上の留意点、現場での活用方法等を網羅的に学習できる
教育とするなど、消防職員の実践的な理解を促進する必要がある。また、消防技術の高度化と現場導
入を持続的に推進するためには、中期的視点にたって先進技術と消防現場をつなぐ役割を担う研究者
の養成や獲得をしていくことが必要である。 

 

③ 課題解決の手段・アプローチ 

これらの課題を解決するためには、今後予想される救急需要の増加や、少子高齢化に伴う消防職員の減
少を踏まえると、限られた人員の中で、どの職員でも熟練者のように適切に情報を分析し、迅速かつ的確な判
断を下す能力が求められることから、消防職員の知識・経験に基づく対応から、ＡＩを積極的に活用する対
応へとアプローチを転換するため、ＡＩによる高度な判断支援を推進する。具体的には、ＡＩを活用すること
により、SNS や自治体から聴取した情報など大量の災害情報を分析して、被害箇所や要救助者の数等を迅
速に把握・予測し、緊急消防援助隊の最適な出動規模や進出ルートなど必要な対応を提案する。また、予
防業務において、図面などから法令基準に適合しているかの判断をＡＩが支援する。さらに、119番通報の
内容をＡＩが即時に分析し、指令員に必要な対応を提案する。  
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また、こうしたアプローチに向けて、ＡＩ学習のために必要な知識や経験知等を国と企業等が協力して収集
しデータベース化する体制の構築や、消防機関同士のデータ連携等を可能とする仕組みを想定し、全国統一
的な導入の推進につなげていく。また、企業や研究機関等が消防分野に安心して参入でき、消防機関がバー
ティカルＡＩを含めた新技術を安心して現場に導入できるよう、技術の段階に応じて新技術の導入から教育
訓練までを支援するため、新技術の導入に向けた技術的・制度的な環境整備、運用要領や現場導入事例
の共有を行う。 

 

④ 2030年に向けて取り組む主な施策 
 指令業務等の高度化・効率化：経験に基づく高度な判断力が求められる指令業務等の質を維持する

ための判断支援技術や、活動隊員等の負担を軽減する技術の現場実装・導入に向けて、重点的な研
究開発等を推進する。 

（例）119 番通報の内容を ＡＩ が即時に分析し、指令員に必要な対応を提案 
・災害発生地点の住所や災害種別の判断支援 
・緊急度・重要度の分析を踏まえた通報者への質問事項の提案 
・緊急度・重要度と他の同種事案の発生予測による最適な車両選定  
・ＡＩ による 119 番通報や♯7119 の自動応答・会話分析による業務の効率化 
・ＡＩ を活用した救急隊運用最適化や報告書作成 

2026年現在、松戸市等一部の消防本部等においてＡＩによる新技術を活用した指令業務の高度化・
効率化に係る研究が進められている段階であり、今後、実証事業を試行するなど、運用方法の検討や有効
性の検証等を通じて、業務効率化効果や有効事例を始め得られた知見の横展開を行い、指令業務等の高
度化・効率化に向けたバーティカルＡＩの現場実装の全国的な展開を目指した取組を推進する。 

このほか、更なるＡＩの利活用を図るため、以下のような取組についても推進していく。 

 南海トラフ巨大地震や首都直下地震など大規模災害への対応：SNSや自治体から聴取した情報な
ど大量の災害情報を分析して、被害箇所や要救助者の数等を迅速に把握・予測し、緊急消防援助隊
や進出ルートなど必要な対応を提案する技術の現場実装・導入に向けて、重点的な研究開発等を推
進する。 

 建物・企業災害の予防：法令や危険性の判断に専門性と経験が求められる予防業務において、正確
性と効率を高める技術の現場実装・導入に向けて、重点的な研究開発等を推進する。 

（例）図面などから法令基準に適合しているかの判断を支援 
類似する過去の事例を踏まえた運用を提案 
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3.3.5. サイバー領域 

① バーティカルＡＩを活用して目指す姿 
サイバー領域については、急速に進展・普及するＡＩ技術が悪用されることで、サイバー攻撃のスピード・規

模が劇的に増加するなど、サイバーセキュリティにおける脅威に直面している状況である。こうした喫緊の課題に
対して、本年５月 18日に関係省庁・関係機関の緊密な連携の下、政府一体となって対応するため、ＡＩ
性能の高度化を踏まえたサイバーセキュリティ対策パッケージ「Project YATA-Shield」をとりまとめた。また、サ
イバーセキュリティ性能のより高いＡＩ（高性能ＡＩ）は、ベンダ等における脆弱性の発見・修正等や重要イ
ンフラ事業者等における検知・対応等のサイバーセキュリティ対策に活用することにより、我が国のサイバー対処
能力の更なる強化を目指す。 
 

② バーティカルＡＩを活用していく際の課題 

サイバー領域において高性能ＡＩの社会実装を阻む壁は、高性能ＡＩに関するリスクに対する各組織の
認識やリスクに対応するために必要な技術・人材が不足している点にある。 

 市場課題：サイバー攻撃にＡＩが悪用されることで、攻撃のスピード・規模が劇的に増加するなどの危
機感は重要インフラ事業者等において高まりつつある一方、高性能ＡＩを活用した対策強化について具
体的なノウハウ・知見が十分に共有されておらず、事業者における対策導入や、サイバーセキュリティ産業
による関連サービスの市場形成が途上にある。 

 技術課題：自らのサイバーセキュリティ対策の強化等のために活用できる高性能ＡＩへのアプローチが困
難である場合がある。  

 制度課題：Mythos を始めとするフロンティアＡＩモデルにより高速化される脆弱性の発見・修正等に
対応する官民の体制整備・強化が必要。  

 人材課題：高性能ＡＩの悪用リスクに備えたサイバーセキュリティ対策の実施等を行う人材が不足。 

 

③ 課題解決の手段・アプローチ 

重要インフラ事業者等への注意喚起を始め、高性能ＡＩに関する対応の必要性への理解促進に加え、
高性能ＡＩの活用を含めた脆弱性の発見・修正等の対応を促進する。併せて、我が国のＡＩ技術の高度
化や人材の育成を図る。 

 

④ 2030年に向けて取り組む主な施策 
 Project YATA-Shieldの推進：フロンティアＡＩモデルによりサイバーセキュリティ性能が向上する中

においても、 我が国のサイバーセキュリティが確保されるよう、サイバーセキュリティ関連情報の集約・分析・
提供、官民連携、人材育成支援、ソフトウェアベンダへの注意喚起、ＡＩＳＩによる評価・情報提供・
ガイドライン策定、技術開発、ＡＩを活用した資機材の導入等を一体的に進め、ＡＩを活用したサイバ
ー対処能力の向上・強化を図る。 
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 制御系システム等におけるサイバーセキュリティ対策強化：高性能ＡＩの出現に伴うリスクに関して、国
家・国民の安全・安心を損なうような重大事態が生じないようにする観点から、重要インフラ事業者の対
策強化が不可欠である。このため、制御系（OT）システムを含め重要インフラ事業者等がソフトウェアの
脆弱性の発見・対応を実施する際に活用できるＡＩ技術の開発も含めた大規模な研究開発を推進す
るとともに、当該リスクに対応するための対策を実装できる高度なサイバーセキュリティ人材の育成支援を
進める。 
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3.3.6. 海洋領域 

① バーティカルＡＩを活用して目指す姿 

四方を海に囲まれた我が国にとって、国土の保全と国民の安全、多様な資源を確保する上で、海洋は重
要な役割を担っている。一方、海上における不法行為への対応、気候変動による海洋環境の変化や国産資
源開発の重要性の高まりなど、海洋をめぐる安全保障や経済環境は急速に変化している。 
 こうした状況を踏まえて海洋の安全保障や経済環境をめぐる諸課題への対応を効果的・効率的に図るため
にＡＩを戦略的に活用し、情報分析技術の高度化を推進して、安全保障、海底資源開発など多分野にお
ける付加価値創出につなげ、海洋の力強い成長を目指す。 

 

② バーティカルＡＩを活用していく際の課題 

海洋領域においては、例えば、海洋無人機、海況予測、漁場予測及び気候変動予測等の分野において
ＡＩを駆使した研究開発等が進められている。また、これらの技術を用いた「海洋地球デジタルツイン」の実現
に向けた取組も世界的に進められている。MDA（Maritime Domain Awareness：海洋状況把握）構
想に基づく具体策として取組を進めている船舶警戒監視システムは安全保障上のシステムであり、サプライチェ
ーンリスク及びセキュリティリスクを厳格に排除する必要があることから、既製品に過度に依存せず、我が国の安
全保障上の必要性を踏まえたＡＩを設計段階から独自に開発することが求められる。 

 市場課題： 
・海洋無人機については、大きな市場が見込まれるが、ビジネスモデルの具体化を図る必要がある。 
・ハードウェアとソフトウェアの初期投資に多額の費用を要する可能性がある。 
・船舶警戒監視システムについては公共性が高く、民間の市場原理における事業モデルの成立見通しが
不透明であり、国主導の研究開発や制度整備が必要。 

 技術課題： 
・洋上・海中・深海と陸域での通信における通信インフラの制約。 
・物理的、化学的な制約（塩害、水圧等）に長期間耐えうるハードウェアの整備。 
・無人機、調査船等を活用した海洋観測の推進による観測データの強化・多様化。 
・海洋環境特有のデータ取得コストや、フォーマットのばらつきによる学習データの不足。 
・信頼性の高いデータ連携基盤の構築。 

 制度課題： 
・海洋無人機の社会実装に向けた制度環境の整備。 
・深海資源開発における国際法との調整。 

 人材課題： 
・少子高齢化に伴う海洋人材の減少。 
・海洋技術とＡＩをつなぐ専門性を有する複合人材の不足。 
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③ 課題解決の手段・アプローチ 
海洋無人機に関しては、社会実装に向けた実証試験の実施とビジネスモデルの構築を進めるとともに、公

共調達による初期需要確保（アンカーテナンシー）を通じた市場形成・拡大に向けた取組を進めていく。ま
た、ＡＩ技術の積極的な活用等による、情報収集・設備点検等における無人化・省人化の拡大を進めてい
く。 

MDA については、国内の信頼性ある研究機関・企業を中核に、必要に応じてその他の研究機関・企業・
大学等を加える段階的な官民連携を進めていく。ＡＩを駆使した高精度な海洋環境予測技術を開発すると
ともに、海洋産業への幅広い展開を見据えた取組を進めていく。 
宇宙分野との連携による衛星システムの活用、多様な G空間情報との連携を強化して、情報収集の効率

化を図る取組を進めていく。産学官が保有する海洋情報の効果的活用のために共通基盤を整備し、海洋予
測技術及びデータ解析手法の高度化に向けた取組を進めていく。 
国内外の基礎情報の調査、論点整理等の取組を進めていく。また、関係府省や国際機関が連携しつつ、

関連する制度設計や支援のあり方、具体的な利用用途を想定した運用等を検討していく。 
人材課題について、海洋とＡＩをつなぐ高度人材の育成と並行してＡＩ人材を取り込みリ・スキリングする

など、人材の確保を進めていく。 

 

④ 2030年に向けて取り組む主な施策 
 海洋状況把握（MDA）の強化：衛星、船舶、海洋観測機器、海洋無人機等の多様なデータを統

合・共有する共通基盤を整備するとともに、海況・気象・海底地形・船舶動静等のデータ解析技術等の
高度化を進め、これらの成果も活用し、異常兆候の自動検知、リスク判断の支援及び判断根拠を明示
できるエージェント型ＡＩの研究開発・実装を段階的に推進する。エージェント型ＡＩの活用により得ら
れた情報のうち民間利用可能なものについては、海洋状況表示システム「海しる」等により情報流通を促
進し、漁場予測、海底ケーブル保守、洋上風力、海底資源開発等の海洋産業への幅広い展開につな
げる。 

 アンカーテナンシー創設を通じた取組の強化：ＡＩを活用した海洋無人機や MDA関連サービスにつ
いて、複数年度の視点を持った公共調達による初期需要確保（アンカーテナンシー）を通じて、技術実
証から実運用への移行を後押しする。これを起点として、民間企業やスタートアップの参入、技術開発、
運用サービスを含むビジネスモデル構築を促進し、国内生産基盤の構築、市場形成・拡大、海外展開を
図る。あわせて、G空間情報や宇宙分野との連携、海洋無人機の利活用に必要な環境整備を進める。 

 先端大型研究施設の成果最大化：地球シミュレータ等の先端大型研究施設の安定的な運用を実現
するとともに、当該施設の整備・共用・高度化を推進する。これらの取組を通じて、高品質な研究データ
等を創出するとともに、効率的かつセキュアな状況下で利活用できる環境を整備することで、海洋関連Ａ
Ｉの開発及び海洋地球デジタルツインの構築等を通したMDA の強化や社会課題の解決に貢献する。 

 研究データ基盤の高度化：データ連携のための基盤ソフトウェアを更に高度化・機能向上させるとともに、
ストレージの拡充とＡＩ演算能力の強化を軸とした、高度な計算環境を整備することを通じて、上記の
取組におけるＡＩ等の研究開発・実装の推進に貢献する。  
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3.3.7. 宇宙領域 

① バーティカルＡＩを活用して目指す姿 

宇宙については、既に衛星データ利活用に対する衛星データの校正・解析・適正化においてＡＩ活用が進
んでいる。ここから更に、実衛星の運用について、人手を含めた運用管制や地上局と衛星自身の通信等につ
いて、限られた資源、高いリスク、遠隔環境という宇宙の特殊制約下のもと、自律的・即応的・継続進化的に
宇宙システムを変革するＡＩの開発とその活用を通じたミッション成功確率と成果創出を目指す。その実現に
向けて、バーティカルＡＩ活用を進める上での課題である衛星上での自律的な観測データの解析・判断や、コ
ンステレーション時代における多数衛星・探査機について人手を介さず運用・実行するシステム、衛星自体の
各種情報や、衛星から発信されるテレメトリ等を統合して、異常検知等に特化した宇宙システムにおける共通
基盤モデルの構築や、エージェントＡＩを通じた運用者支援を進めていく。 

 

② バーティカルＡＩを活用していく際の課題 

バーティカルＡＩの社会実装を阻む壁は、安全性等に対応した責任所在、通信速度（レイテンシ）や通
信バンド帯の差異等を踏まえた高度な統合的基盤構築、国研・企業等の連携を支える基盤不在等にある。 

 市場課題：衛星事業者は各省（政府衛星等）や、大企業からスタートアップまで、幅広く国内に存
在。運用については、地上局対応について汎用化を目的とした事業者が活動するものの、衛星用途や
情報管理、現状の事業展開内容の差異により、統合的な運用基盤構築は道半ば。個社ごとの投資余
力にも限りがある現状。  

 技術課題：海外の通信衛星コンステレーション増や宇宙デブリ増への対応として、宇宙状況把握
（SSA）等の取組は国際機関から政府・国研・企業単位での活動を実施中。また、衛星の高寿命化
に向けては軌道上サービス等の新たな取組分野も推進中。他方で、ＡＩ等のソフトウェア面では、レガシ
ーソフトの活用や、人手を活用した運用が引き続き実施されており、ＡＩ活用可能なデータ群の整理
や、他国を含めた幅広い衛星に関する運用情報の更なる集積・汎用化、ならびに効率化や自律制御に
係る技術開発の取組も途上の段階である。  

 制度課題：衛星用途に応じた個別の情報管理、万が一衝突等した際の責任体制（クロスウェーバ
ー）等が挙げられる。 

 人材課題：ＡＩでのシステム統合基盤構築だけではなく、かつ宇宙分野にも造詣が深い人材は枯渇。
成長分野として他分野から宇宙分野への流入は民間事業者（特にスタートアップ）にて人材流動性は
高いが、さらなる人材の巻き込みが必要。レガシーソフトからのアップデート・脱却についても現在市場が限
られる為、対応する人材は限定的。 

 

③ 課題解決の手段・アプローチ 

これらの課題を解決するためには、実装を明示的に目標とした宇宙システムを人手中心・地上依存・事後
対応型から自律的・即応的・継続進化型へ変革し、ミッション成功確率と成果創出速度を最大化する宇宙
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分野における特化型ＡＩの開発が必要不可欠。民間事業者に対しては、宇宙戦略基金等を通じた先端技
術開発・技術実証・商業化支援を政府として強力に推進しているが、運用での実績については政府衛星での
開発協力や探査衛星、国際宇宙ステーション（ISS）の開発・運用に長らく携わっている JAXA（宇宙航空
研究開発機構）を中心とした戦略が最短である。観測対象、撮像タイミング、通信、電力、姿勢、衛星デー
タ、地上システム、衛星群（コンステレーション、フォーメーションフライト等）等の様々なパラメータへの対応をプ
ロアクティブに対応する為に過去の衛星データ等を学習させるとともに、データの取扱い含め主体である JAXA
が中心とした技術開発を推進することで、JAXA自身への運用活用をコミットする事で、衛星等運用に係る基
盤モデルの構築や運用者を支援し得るエージェントＡＩの開発を通じた、JAXA自身の業務の効率化、ひい
ては国内外宇宙関係機関・事業者への波及といった効果が見込まれる。 

 

④ 2030年に向けて取り組む主な施策 

宇宙特有の制約下において限られたシステムのリソースを最大化するため、衛星側でのデータ処理の強化
や、人工衛星ごとに運用されている地上システムの統合、地上局運用の効率化等により、衛星運用の省人
化や即応性の向上を目指す。そのため、まずは人工衛星が撮像した画像の選別や画像内の対象の検知の自
動化や、それぞれの人工衛星の異常検知の自動化等に取り組む。将来的には、衛星システムによる自律的
なミッション策定・実施や、官民の衛星が自律的に協調し観測ミッションを最適化することなども想定される。 

 バーティカルＡＩによる宇宙機システムの自律・即応・継続進化型への変革：宇宙機システムを人手
中心・地上依存・事後対応型から、自律的・即応的・継続進化型に変革するため、限られた資源・高い
リスク・遠隔環境という宇宙特有の制約下で、ミッション成功確率と成果創出速度を最大化する特化型
ＡＩを開発する。 

 衛星異常検知に特化した共通基盤モデルと運用支援エージェントＡＩの構築：これまでの人工衛星
の運用により得られたデータの蓄積を活用し、人工衛星異常検知に特化した共通基盤モデルと、運用者
を支援するエージェントＡＩを構築する。個別衛星ごとの異常検知モデルを作るのではなく、衛星群を横
断して使える共通基盤モデルを作り、異常検知、故障診断、運用判断支援、異常対応手順生成まで
を一貫して支援するサービスを提供する。 

 官民観測衛星群の自律的協調運用にかかるＡＩエージェントの開発実証：観測衛星群の自律的
協調運用による次世代衛星データソリューション実現に向けて、コンステレーション衛星システム全体に対
する最適な運用に関するＡＩエージェントの開発実証を行う。 

 ＡＩによる地上局運用の効率化：地上局運用に係る地上局割り当て、軌道制御計画の立案、観測
計画の立案、異常発生時の一次対応等を自律化することで、必要なリソースを効率化する。 

 事業者・大学等による宇宙分野におけるＡＩ技術開発の推進：スタートアップを含む事業者・大学等
による宇宙分野における市場拡大、課題解決、技術基盤力強化を目的として、先端技術開発・技術
実証・商業化支援を推進。個別テーマにおいて、事業者主体とした宇宙分野におけるＡＩの活用を目
的とした技術開発を進める。 
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3.3.8. 科学研究領域 

① バーティカルＡＩを活用して目指す姿 

研究活動におけるＡＩ利活用（AI for Science）は「科学の再興」の要であるとともに、全てのＡＩ開
発の基盤として、産業競争力、経済安全保障及び国家成長戦略にも直結する。ＡＩを仮説生成、実験設
計、実験、解析、知識統合といった研究プロセスの全工程に組み込み、科学研究の全過程を変革し、従来
到達困難であった科学的発見や社会実装の加速・実現を目指す。2030 年にはＡＩが研究の自然な一部
となる環境を実現し、日本の強みを活かしながら、自律性と信頼性を備えた AI for Science 先進国の地位
の確立を目指す。 

 

② バーティカルＡＩを活用していく際の課題 

科学研究分野においては、我が国の研究者等がＡＩそのものの研究や、あらゆる分野で広くＡＩを利活
用した研究開発に取り組むことができる環境が十分に整備されていない。 

 市場課題：科学と産業が近接化する中、科学研究へのＡＩ利活用が十分でなく、これを支える計算
基盤整備や半導体の国内生産・開発、産学間のデータ連携、エージェント型ＡＩの導入等が不十分。
これらがデータ処理やインフラの海外依存を招き、科学研究領域でのデジタル赤字やデータ流出、データ
利用権の面での不利益のリスクとなっている。 

 技術課題：汎用 LLM では科学研究領域でのハルシネーションが発生しやすい。実験・観測データや装
置ログの形式が不統一であり、横断的な学習や自動実験への接続が困難。エージェント型ＡＩが安全
に動けるデータ空間が整備されておらず、研究データの標準化等の取組も不足。セキュアで高速な学術
ネットワークの整備・増強が遅れつつある。 

 制度課題：研究データの管理・利活用やＡＩ利活用に向けた制度・組織間連携が不十分であり、失
敗データや中間データが共有されない非効率性が存在。全国の大学等研究機関が運用する共用計算
システムごとに利用制度や利用環境が異なり、アクセス性、共通性、迅速性に課題。実験基盤、データ
基盤、計算基盤を分野や組織を跨いでワンストップで利用できる認証システムやインターフェースが未整
備。計算資源の調達ルール（GPA 等）による時間コストやスケールメリットを欠いた調達による経済コス
ト。論文・引用数評価の機能不全が懸念される中、新たな評価軸の検討が必要。 

 人材課題：ＡＩ利活用に対する理解や経験の不足。ＡＩ研究者と各研究分野の協業体制や、ＡＩ
を各研究分野の特性を踏まえ適切に利活用・開発できるＡＩ実装人材、ＡＩそれ自体の研究開発人
材、研究開発マネジメント人材が不足。情報処理や計算科学、通信等の分野間交流が不十分であり、
システムの全体設計・運用を担える人材が不足。 

 

③ 課題解決の手段・アプローチ 

研究者の単独作業から、ＡＩの利活用によって、提案・仮説生成から検証までのループを自律的かつ統合
的に実行する研究運用へと環境と意識を転換し、研究生産性の抜本的な向上を図る。 
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このため、我が国の実験基盤、データ基盤、計算基盤を戦略的に強化しつつ、これらが高速・高信頼・シー
ムレスに接続・運用されるパイプラインを整備し、あらゆる研究者に開かれた次世代研究インフラを構築する。
加えて、大学等の研究現場におけるＡＸ化促進に向け、各種のインセンティブ設計等を通じた意識改革の取
組を進める。また、あらゆる分野における AI for Science の波及・振興による科学研究力の底上げを図り、
我が国の強みとなる領域を開拓するとともに、戦略的な国際連携や産学連携等を通じた、世界を先導する科
学研究成果及びイノベーションの創出を目指した研究開発を推進する。加えて、科学研究に安全に活用可
能な、信頼できる（される）ＡＩの開発に向けたＡＩの基礎研究を含むＡＩそのものの研究を強化する。こ
れらの研究開発を通じて得られたＡＩモデルやツール、研究データやワークフロー等の知見を次世代研究インフ
ラのシステムとして再生産可能な形で蓄積・還元し、AI for Science 時代における我が国の独自性や競争
力に繋げる。さらに、不足する人材の確保に向けて、研究プログラムの活用や、処遇改善、教育の高度化等を
通じた、ＡＩを科学研究に高度に活用できる人材や AI for Science を支える人材の育成を行う。 

 

④ 2030年に向けて取り組む主な施策 

AI for Science を前提とした我が国の研究システムや人材育成の在り方を、官民一体となり再構築する
べく、「AI for Scienceの推進に向けた基本的な戦略方針（文部科学省策定）」等を踏まえ、ＡＩモデル・
ツール開発、実験基盤、データ基盤、計算基盤等の全層一貫的な高度化や運用・利用を推進する。特に、
以下のプロジェクトに官民の投資を集中させ、産学による AI for Science の共創を実現する。 

 世界を先導する研究成果及びイノベーションの創出 

日本の強みを活かした最先端研究開発へのＡＩ利活用を加速するとともに、ＡＩ自体の基礎研究の
推進により、世界を先導する研究成果を創出する。加えて、米国ジェネシス・ミッションを始めとした世界ト
ップレベルの研究機関・研究者との戦略的な国際連携や、秘匿技術等を活用した産学間データ連携等
を通じた、科学研究成果をイノベーション創出につなげる枠組みを構築する。 

 産学含むあらゆる分野への波及・振興 
産学含むあらゆる分野への AI for Scienceの波及・振興による科学研究力の底上げを図るため、意欲
ある研究者による次の種や芽となる新たなアイデアへの挑戦とステップアップを支援する。さらに、高品質な
実験データ基盤を有するライフサイエンス・マテリアル分野や大規模で多様な観測データを有する地球環
境・防災分野等における分野特化型のＡＩ利活用を官民連携の下で加速する。 

 高品質なデータ創出に向けた研究基盤整備 
SPring-8やNanoTerasu等の特定先端大型研究施設や先端研究設備等の整備・共用・高度化を
推進し、オートメーション/クラウドラボの構築を始めとした高品質かつ大量のデータの継続的な創出を可能
とする実験基盤を形成するとともに、人材育成や産業界との協働によるコア技術の国内蓄積や国際標
準化、効率的かつセキュアな状況下で利活用できる環境整備を含めた多様な活動を展開する拠点を形
成する。 

 研究データ基盤の高度化 
AI for Science に係る研究等を通じて得られた研究・観測データについて、既に構築されている分野別
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データ基盤等への蓄積や、ＡＩによるメタデータの自動付与、来歴処理、生データのＡＩによる構造化
や標準化等の機能高度化による迅速なＡＩ利活用、官民でのセキュアなデータ管理機能の強化等を
推進する。併せて、これらの研究データ基盤を API等で横断的に活用するためのシステム整備を進め、エ
ージェント型ＡＩによるデータ利活用が可能な研究データ空間を段階的に構築する。 

 次世代共用計算基盤の構築 
AI for Science に係る研究等を通じて得られた研究・観測データや研究データ基盤を通じて処理・統
合された大規模データ等を用いたＡＩ学習に加えて、エージェント型ＡＩの利用を支える推論需要への
対応、ＡＩとシミュレーションの融合による新たな価値創出等に不可欠な共用計算資源を整備・高度化
する。官民協働による「富岳」の次世代フラッグシップシステムの着実な開発・整備や、国内の大学・研究
機関等における共用計算資源の段階的増強を通じて、2030 年度までに共用計算資源を 10 倍以上
に増強することを目指す。その際、足元の計算資源不足に対応するため、研究開発プログラム等における
産学・国際連携を通じた計算資源の有効活用にも取り組む。併せて、随時募集・有償利用枠や共通ポ
イント制度の導入等を通じた相互運用性の向上や利用制度改革を推進し、計画的に導入することで、
あらゆる共用計算資源をワンストップで利用できるアクセス性、複数資源を１つの計算資源プールのよう
に利用できる共通性、利用したいときに手間なく利用できる迅速性等を具備した次世代の共用計算基
盤を構築する。さらに、将来の計算基盤を支える先端半導体の研究開発を推進する。 

 各基盤を安全・高速・シームレスに接続するＡＩ駆動型パイプラインの開発・整備 
2028 年度を目途に、日本全国の大学・研究機関等をつなぐ学術情報ネットワーク及び大学等研究機
関における共通認証システムを高度化する。学術情報ネットワーク及び大学等研究機関における共通
認証システムの一層の導入を加速しつつ、これらを通じて、実験基盤、データ基盤、計算基盤への一元
的なアクセスを可能とするプラットフォームを構築し、あらゆる研究者が一つのインターフェースで安心・簡便
に AI for Science を実行できる環境を 2030 年度までに整備する。最新の公開情報や AI for 
Science に係る研究の過程等で創出されたＡＩモデルやツール群、実行環境等、加えてそれらの組み
合わせを含むワークフロー設計やノウハウを蓄積及び簡便に呼び出しできる環境を構築し、失敗の再生
産を抑制するとともに、フィードバック等を通じた被使用評価を推進する。官民連携の下、エージェント型
ＡＩの心臓部となる LLM のフルオープンモデルの高度化・最適化を推進するとともに、利便性の高いエー
ジェント型ＡＩやツール群の政府調達等を通じて、科学研究領域における我が国の民間企業・スタート
アップ等の技術開発や市場創出を加速する。 

 ＡＩ人材の育成・確保 
AI for Science の波及・振興等を通じて、科学研究にＡＩを適切に利活用できる人材を育成するとと
もに、研究開発マネジメント人材の育成・確保に向けキャリアパス整備と処遇改善を推進する。また、大
学教育におけるＡＩ利活用を含む教職員の能力・資質の向上を推進し、教育力向上を図るとともに、
数理・データサイエンス・ＡＩ教育の高度化、研究開発プログラムの実施、研究者・高度専門人材のＡ
Ｉリテラシー・実践スキルの向上プログラムの開発・提供やルールの整備を通じて、人文・社会科学系を
含むあらゆる分野でＡＩを利活用できる人材を育成する。 
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